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最近の環境変化

２００８年９月以降の急激な金融危機の発生によるビジネス環境の激変に対応

金融危機がもたらした環境の激変：当社ｸﾞﾙｰﾌﾟの対応

バランスシートの変革

健全な事業活動を維持するため

に十分な資本を現在も確保して

いるが、足下の極めて不安定な

経済状況に注意を払い、リスク

管理・危機管理を強化していく

・資産運用方針の見直し

・株価変動リスクの低減
（金融環境を踏まえ戦略

株式を中期的に削減）

・健全性の検証
（モニタリングの強化）

バランスシートの変革

健全な事業活動を維持するため

に十分な資本を現在も確保して

いるが、足下の極めて不安定な

経済状況に注意を払い、リスク

管理・危機管理を強化していく

・資産運用方針の見直し

・株価変動リスクの低減
（金融環境を踏まえ戦略

株式を中期的に削減）

・健全性の検証
（モニタリングの強化）

国内損保事業の要員スリム化（販売・商品のイノベーションの

成果）による成長領域への「人財」再配置

⇒ビジネスモデル変革を促進

国内損保事業の要員スリム化（販売・商品のイノベーションの

成果）による成長領域への「人財」再配置

⇒ビジネスモデル変革を促進

成長性の高い販売ﾁｬﾈﾙへの注力…住友生命との提携強化

生産性の向上…販売・商品のイノベーション

自動車保険の損害率の改善

成長性の高い販売ﾁｬﾈﾙへの注力…住友生命との提携強化

生産性の向上…販売・商品のイノベーション

自動車保険の損害率の改善

飛躍のための体制固め＝ビジネスモデルの変革飛躍のための体制固め＝ビジネスモデルの変革
金融危機を踏まえた

ﾘｽｸ管理・危機管理の強化

金融危機を踏まえた

ﾘｽｸ管理・危機管理の強化

国内
損保事業

国内
損保事業

生保事業生保事業

海外事業海外事業

グループ
全体

グループ
全体

きらめき社：

・新たな営業体制（営業拠点・要員の増強）

・商品販売政策の変更

（個人向け死亡保障・医療保障の双方に軸足）

MSIメット社：

お客さまニーズに応じ、変額年金→定額年金の軸足シフト

きらめき社：

・新たな営業体制（営業拠点・要員の増強）

・商品販売政策の変更

（個人向け死亡保障・医療保障の双方に軸足）

MSIメット社：

お客さまニーズに応じ、変額年金→定額年金の軸足シフト

アジア・欧州のローカル事業への注力

損保＋生保のﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵによる成長とﾘｽｸ平準化への指向

アジア・欧州のローカル事業への注力

損保＋生保のﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵによる成長とﾘｽｸ平準化への指向
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環境変化

1.35%1.50%1.28%金利（10年国債）（期末）

129.84円160円158.19円為替（円／ユーロ）（期末）

＜第4四半期＞
123万台

（△23.7%）

＜第4四半期＞
161万台

新車販売台数
（対前年同期比）

＜第4四半期＞
20.0万戸
△21.4%

＜第4四半期＞
25.4万戸

住宅着工件数
（対前年同期比）

△3.5%（通期）
△15.2%（第4四半期）

－1.8%GDP成長率（実質）

98.23円100円110.19円為替（円／ﾄﾞﾙ）（期末）

8,109円13,500円12,526円日経平均株価（期末）

2008年度
実績

2008年度
期初予想

2007年度
実績
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2008年度 決算概要

三井住友海上グループホールディングス(株)

当社は当期が設立第1期であるため、「連結」の前期には三井住友海上火災保険㈱

(連結)の数値を掲載しております。また、表中など、社名表示に以下の略称を使用している
箇所があります。

・三井住友海上 (＝三井住友海上火災保険㈱)

・三井ダイレクト (＝三井ダイレクト損害保険㈱)

・三井住友海上きらめき生命 (＝三井住友海上きらめき生命保険㈱)

・三井住友海上メットライフ生命 (＝三井住友海上メットライフ生命保険㈱)

この資料に記載されている内容のうち、三井住友海上グループホールディングスならびにグループ各社
の将来に関する計画や戦略、業績に関する予想や見通しは、現時点で把握できる情報から得られた当社
グループの判断に基づいています。実際の業績は、さまざまな要因によりこれらの業績見通しと異なる
結果になり得ることをご承知おき下さいますようお願いいたします。実際の業績に影響を及ぼし得る要
因としては、(1)事業を取り巻く経済動向、(2)保険業界における競争激化、(3)為替レートの変動、(4)
税制など諸制度の変更、などがあります。

予想および見通しに関する注意事項予想および見通しに関する注意事項

2



三井住友海上グループホールディングス（連結）三井住友海上グループホールディングス（連結）

2007年度

前期比 増減率

15,365 14,510 △ 855 △ 5.6% 

608 △ 130 △ 739 △ 121.4% 

400 81 △ 318 △ 79.5%  当期純利益

2008年度

 正味収入保険料

 経常利益又は経常損失（△）

2007年度

前期比 増減率

15,365 14,510 △ 855 △ 5.6% 

608 △ 130 △ 739 △ 121.4% 

400 81 △ 318 △ 79.5%  当期純利益

2008年度

 正味収入保険料

 経常利益又は経常損失（△）

2007年度

前期比 増収率

 三井住友海上（単体） 13,068 12,393 △ 674 △ 5.2% 

　 海外事業子会社 2,032 1,819 △ 212 △ 10.4% 

 三井ダイレクト損保 264 296 31 12.1% 

2008年度2007年度

前期比 増収率

 三井住友海上（単体） 13,068 12,393 △ 674 △ 5.2% 

　 海外事業子会社 2,032 1,819 △ 212 △ 10.4% 

 三井ダイレクト損保 264 296 31 12.1% 

2008年度

主要項目 （億円）

正味収入保険料の内訳 （億円） 当期純利益の内訳 （億円）

2007年度

前期比

　三井住友海上（単体） 383 465 82 

　　海外事業子会社 136 △ 229 △ 366 

　三井ダイレクト損保 △ 17 △ 15 2 

　三井住友海上きらめき生命 0 0 △ 0 

　三井住友海上メットライフ生命 △ 62 △ 44 17 

　その他 12 2 △ 9 

　連結調整等 △ 52 △ 96 △ 44 

2008年度2007年度

前期比

　三井住友海上（単体） 383 465 82 

　　海外事業子会社 136 △ 229 △ 366 

　三井ダイレクト損保 △ 17 △ 15 2 

　三井住友海上きらめき生命 0 0 △ 0 

　三井住友海上メットライフ生命 △ 62 △ 44 17 

　その他 12 2 △ 9 

　連結調整等 △ 52 △ 96 △ 44 

2008年度

※「もどリッチファンド」（自動車保険「もどリッチ」(満期精算型払戻金特約付契約)の払戻充当保険料）を除いたベース。 以下同じ。

※子会社の利益は、出資持分ベース
3

＜正味収入保険料＞

▼連結ベースの正味収入保険料は１兆４，５１０億円となり、前期比△８５５億円、△５．６％の減収

▼連結正味収入保険料の内訳

・ 三井住友海上単体は、自賠責保険の料率引下げの影響を主因に１兆２，３９３億円と、前期比△６７４億円の

減収

・ 海外事業子会社は、円高の影響を受け､前期を△２１２億円下回る１，８１９億円

円高の影響額は△２７７億円

・ 三井ダイレクトは、今期も２桁増収（＋１２．１％)を確保し、２９６億円と順調に収保を拡大

＜当期純利益＞

▼当期純利益は８１億円と、国内外の子会社において金融危機の影響を強く受け、前期比△３１８億円の減益

▼当期純利益の内訳

・ 三井住友海上単体は、保険引受利益の改善もあり４６５億円と、前期を＋８２億円上回る増益

・ 海外事業子会社は、欧米の金融機関破綻に起因する信用保険での大口ロスを主因に△２２９ 億円と、

前期比△３６６億円の減益

・ 三井ダイレクトは前期比赤字幅が縮小し、△１５億円

・ 三井住友海上きらめき生命は、引き続き標準責任準備金を積み立てる｡

・ 三井住友海上メットライフ生命は、運用環境の悪化に伴い資産運用損失が増加するも､危険準備金の

取崩し等により △４４億円と、前期を１７億円上回る。
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▼ 正味収入保険料は、△５．２％の減収

自賠責保険が保険料率引下げの影響で大きく減収したほか、

景気の低迷、国内自動車販売の不振の影響もあり、全種目で減収 (自賠責保険を除くベースでは

△２．２％の減収)

▼ 正味損害率は、保険金および損害調査費の増加に加え、保険料が減収したこともあり、前期比

＋４．４ｐｔの上昇（自賠責保険を除くベースでは＋２．２ｐｔの上昇に縮小）

▼ 正味事業費率は、社費の増加及び保険料の減収により、前期比＋２．２ptの上昇

▼ コンバインド・レシオは１０３．５％となり、前期比＋６．６pt上昇 (自賠責保険を除くベースでは

＋３．４ptの上昇)

▼ 保険引受利益は３２４億円となり、前期比＋５２１億円の改善。 主たる要因は以下のとおり。

・ 自動車保険における事故発生件数の減少もあり、インカードロスが前期比△１５９億円減少したこと。

( 自動車保険のインカードロスは△２５９億円の減少)

・ 自動車保険の異常危険準備金の繰入率を法令等に定められている所定繰入率（３．２％）に変更したこと

などに伴い、異常危険準備金繰入が前年同期に比べ△３５６億円減少したこと。

( 自動車保険の異常危険準備金繰入率変更の影響は２８７億円)

▼ 資産運用損益は△１９億円と、金融危機に伴う有価証券評価損の増加を主因に、前期比△７９７億円

の減少 （ 詳細は７ページ参照 ）

▼ 以上の結果、経常利益は２５５億円となり、前年同期を△２９４億円下回った。

▼ 特別損益は価格変動準備金の取崩しにより、前年同期を＋２８４億円上回る＋２３６億円

▼ 当期純利益は４６５億円となり、前期比＋８２億円の増益

2007年度

前期比

 正味収入保険料 13,068 12,393 △674 

 正味保険料 増収率 △1.3% △5.2% △3.9pt 

 正味損害率 65.1% 69.5% 4.4pt 

 正味事業費率 31.8% 34.0% 2.2pt 

 コンバインド・レシオ 96.9% 103.5% 6.6pt 

 インカードロス 7,702 7,543 △159 

 保険引受利益 △196 324 521 

 資産運用損益 777 △19 △797 

 経常利益 550 255 △294 

 特別損益 △48 236 284 

 当期純利益 383 465 82 

<除く自賠責保険>

 正味保険料 増収率 △1.5% △2.2% △0.7pt 

 正味損害率 63.1% 65.3% 2.2pt 

 正味事業費率 34.3% 35.5% 1.2pt 

 コンバインド・レシオ 97.4% 100.8% 3.4pt 

2008年度2007年度

前期比

 正味収入保険料 13,068 12,393 △674 

 正味保険料 増収率 △1.3% △5.2% △3.9pt 

 正味損害率 65.1% 69.5% 4.4pt 

 正味事業費率 31.8% 34.0% 2.2pt 

 コンバインド・レシオ 96.9% 103.5% 6.6pt 

 インカードロス 7,702 7,543 △159 

 保険引受利益 △196 324 521 

 資産運用損益 777 △19 △797 

 経常利益 550 255 △294 

 特別損益 △48 236 284 

 当期純利益 383 465 82 

<除く自賠責保険>

 正味保険料 増収率 △1.5% △2.2% △0.7pt 

 正味損害率 63.1% 65.3% 2.2pt 

 正味事業費率 34.3% 35.5% 1.2pt 

 コンバインド・レシオ 97.4% 100.8% 3.4pt 

2008年度

三井住友海上（単体）三井住友海上（単体）

主要項目 （億円）

＜除く自賠責保険＞

4
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三井住友海上（単体）： 種目別保険料・損害率三井住友海上（単体）： 種目別保険料・損害率

2007年度

増収率

 火　災 1,762 1,761 △0.1% 

 海　上 727 641 △11.8% 

 傷　害 1,307 1,289 △1.4% 

 自 動 車 5,513 5,411 △1.9% 

 自 賠 責 1,910 1,482 △22.4% 

 そ の 他 1,846 1,806 △2.1% 

 合　　計 13,068 12,393 △5.2% 

 除く自賠責 11,158 10,911 △2.2% 

2008年度2007年度

増収率

 火　災 1,762 1,761 △0.1% 

 海　上 727 641 △11.8% 

 傷　害 1,307 1,289 △1.4% 

 自 動 車 5,513 5,411 △1.9% 

 自 賠 責 1,910 1,482 △22.4% 

 そ の 他 1,846 1,806 △2.1% 

 合　　計 13,068 12,393 △5.2% 

 除く自賠責 11,158 10,911 △2.2% 

2008年度 2007年度

前期比

 火　災 47.1% 42.6% △4.5pt 

 海　上 50.6% 51.5% 0.9pt 

 傷　害 58.1% 60.4% 2.3pt 

 自 動 車 71.4% 73.2% 1.8pt 

 自 賠 責 77.2% 99.8% 22.6pt 

 そ の 他 62.0% 72.3% 10.3pt 

 合　　計 65.1% 69.5% 4.4pt 

 除く自賠責 63.1% 65.3% 2.2pt 

2008年度2007年度

前期比

 火　災 47.1% 42.6% △4.5pt 

 海　上 50.6% 51.5% 0.9pt 

 傷　害 58.1% 60.4% 2.3pt 

 自 動 車 71.4% 73.2% 1.8pt 

 自 賠 責 77.2% 99.8% 22.6pt 

 そ の 他 62.0% 72.3% 10.3pt 

 合　　計 65.1% 69.5% 4.4pt 

 除く自賠責 63.1% 65.3% 2.2pt 

2008年度

2007年度

前期比

 インカードロス（除く損調費） 7,702 7,543 △159 

 自然災害 82 60 △22 

 自然災害以外 7,619 7,482 △136 

3,630 3,370 △259 

2008年度

　自動車のインカードロス(除く損調費)

2007年度

前期比

 インカードロス（除く損調費） 7,702 7,543 △159 

 自然災害 82 60 △22 

 自然災害以外 7,619 7,482 △136 

3,630 3,370 △259 

2008年度

　自動車のインカードロス(除く損調費)

※インカードロス＝正味支払保険金＋普通備金積増＋ＩＢＮＲ備金積増

正味収入保険料 （億円） 正味損害率

インカードロス （億円）

5

▼ 正味収入保険料

・ ｢海 上」は、景気後退に伴う物流の減少や円高の影響などを受け、前期比△１１．８％の減収

・ ｢傷 害」は、長期の医療や積立型商品の減収により、前期比△１．４％の減収

・ ｢自動車｣は、国内自動車販売の不振に伴う新契約件数の減少などにより、前期比△１．９％の減収

▼ 正味損害率

・｢火 災｣は、自然災害に係る支払保険金の減少（前期比△５９億円､前期以前発生分の支払い含む）

もあり、前期比△４．５ptの改善

・｢傷 害｣は、普通傷害保険を中心に支払保険金が増加したことに加え、保険料が減少したこともあり、

前期比＋２．３ptの上昇

・｢自動車｣は、支払保険金は減少したものの、保険料の減収が影響し、前期比＋１．８ptの上昇

・｢その他｣は、大口事故に係る保険金支払が増加したことにより、前期比＋１０．３ptの上昇

正味保険金 支払備金 合計 正味保険金 支払備金 合計

火災 59 10 69 26 3 29 

海上 0 0 0 0 0 0 

自動車 3 0 3 25 0 25 

その他 5 3 8 3 1 5 

合計 68 14 82 55 5 60 

2007年度 2008年度

正味保険金 支払備金 合計 正味保険金 支払備金 合計

火災 59 10 69 26 3 29 

海上 0 0 0 0 0 0 

自動車 3 0 3 25 0 25 

その他 5 3 8 3 1 5 

合計 68 14 82 55 5 60 

2007年度 2008年度

＜ 当期発生の自然災害 ＞ （億円）
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三井住友海上（単体）： 社費・事業費率三井住友海上（単体）： 社費・事業費率

2007年度

前期比

 保険引受社費 2,050 2,131 80 

 損害調査費 740 761 21 

 その他 126 128 2 

 社費合計 2,917 3,021 104 

 人件費 1,483 1,526 42 

 物件費 1,288 1,352 64 

 税金・拠出金等 145 142 △2 

2008年度2007年度

前期比

 保険引受社費 2,050 2,131 80 

 損害調査費 740 761 21 

 その他 126 128 2 

 社費合計 2,917 3,021 104 

 人件費 1,483 1,526 42 

 物件費 1,288 1,352 64 

 税金・拠出金等 145 142 △2 

2008年度

社費 （億円）

2007年度

前期比

 正味手数料率 16.1% 16.8% 0.7pt 

 正味社費率 15.7% 17.2% 1.5pt 

 正味事業費率 31.8% 34.0% 2.2pt 

　　同　　（除く自賠責） 34.3% 35.5% 1.2pt 

2008年度2007年度

前期比

 正味手数料率 16.1% 16.8% 0.7pt 

 正味社費率 15.7% 17.2% 1.5pt 

 正味事業費率 31.8% 34.0% 2.2pt 

　　同　　（除く自賠責） 34.3% 35.5% 1.2pt 

2008年度

事業費率 （億円）

6

▼ 社費合計は、前年同期を＋１０４億円上回る３，０２１億円

▼ 人件費が要員数の増加などにより前期比＋４２億円、物件費がシステム関係費・減価償却費の増加

などにより 前期比＋６４億円

▼ 正味事業費率は３４．０％。前期比＋２．２ptの上昇

・ 正味手数料率 １６．８％ （前期比＋０．７pt） （自賠責保険の料率引き下げにより手数料率は上昇）

・ 正味社費率 １７．２％ （前期比＋１．５pt)

▼ 除く自賠責ベースの正味事業費率は３５．５％。前期比＋１．２ptの上昇

6



三井住友海上（単体）： 資産運用

2007年度

前期比

 グロス利配収入 1,545 1,378 △ 166 
 積立保険料等運用益振替 587 528 △ 58 
 ネット一般利配収入 957 850 △ 107 
 有価証券売却損益 336 602 266 
 有価証券評価損　　　 △ 147 △ 1,095 △ 947 
 有価証券償還損益 30 △ 57 △ 87 
 金融派生商品損益 △ 232 △ 7 224 
 その他 △ 167 △ 312 △ 145 
 資産運用損益 777 △ 19 △ 797 

2008年度2007年度

前期比

 グロス利配収入 1,545 1,378 △ 166 
 積立保険料等運用益振替 587 528 △ 58 
 ネット一般利配収入 957 850 △ 107 
 有価証券売却損益 336 602 266 
 有価証券評価損　　　 △ 147 △ 1,095 △ 947 
 有価証券償還損益 30 △ 57 △ 87 
 金融派生商品損益 △ 232 △ 7 224 
 その他 △ 167 △ 312 △ 145 
 資産運用損益 777 △ 19 △ 797 

2008年度

2007年度

前期比

 公社債 298 296 △ 2 
 株式 441 466 25 
 外国証券 463 296 △ 167 
 その他有価証券 51 20 △ 30 
 貸付金 147 154 7 
 不動産 66 71 4 
 その他 75 71 △ 3 
 合計 1,545 1,378 △ 166 

2008年度2007年度

前期比

 公社債 298 296 △ 2 
 株式 441 466 25 
 外国証券 463 296 △ 167 
 その他有価証券 51 20 △ 30 
 貸付金 147 154 7 
 不動産 66 71 4 
 その他 75 71 △ 3 
 合計 1,545 1,378 △ 166 

2008年度

グロス利配収入の主な内訳 （億円）

資産運用損益の概要 （億円）

7

▼ グロス利配収入は、外国投信からの配当金の減少を主因に前期比△１６６億円減少したが、

積立保険料等運用益振替が前年同期を△５８億円下回ったこともあり、ネット一般利配収入は、

前期比△１０７億円の減少

▼ 有価証券売却損益は、前期比＋２６６億円の増加

▼ 金融危機の影響を受け、有価証券評価損（１，０９５億円）は前年同期を△９４７億円上回る。

▼ 金融派生商品損益は△７億円と、前期比＋２２４億円の改善

前年同期はクレジット・デリバティブにおいて多額の評価損（△２６１億円）を計上した影響による。

▼ 以上の結果、資産運用損益は△１９億円となり、前期比△７９７億円の減少

2007年度

前年同期比

 公社債 ー 20 20 
 株式 106 357 251 
 外国証券 27 475 447 
 その他 13 242 228 
 合計 147 1,095 947 

2008年度2007年度

前年同期比

 公社債 ー 20 20 
 株式 106 357 251 
 外国証券 27 475 447 
 その他 13 242 228 
 合計 147 1,095 947 

2008年度

（億円）
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三井住友海上の海外子会社

2007年度

前期比 増収率

 子会社　合計 2,032 1,819 △ 212 △ 10.4% 

　アジア 715 707 △ 8 △ 1.1% 

　欧州 816 617 △ 198 △ 24.3% 

　米州(含むブラジル) 239 239 △ 0 △ 0.1% 

　再保険 261 255 △ 5 △ 2.2% 

2008年度2007年度

前期比 増収率

 子会社　合計 2,032 1,819 △ 212 △ 10.4% 

　アジア 715 707 △ 8 △ 1.1% 

　欧州 816 617 △ 198 △ 24.3% 

　米州(含むブラジル) 239 239 △ 0 △ 0.1% 

　再保険 261 255 △ 5 △ 2.2% 

2008年度

2007年度

前期比

 子会社　合計 136 △ 229 △ 366 

　アジア 89 29 △ 59 

　欧州 △ 37 △ 313 △ 275 

　米州(含むブラジル) 17 11 △ 5 

　再保険 67 41 △ 25 

2008年度2007年度

前期比

 子会社　合計 136 △ 229 △ 366 

　アジア 89 29 △ 59 

　欧州 △ 37 △ 313 △ 275 

　米州(含むブラジル) 17 11 △ 5 

　再保険 67 41 △ 25 

2008年度

当期純利益 （億円）

正味収入保険料 （億円）

8

＜正味収入保険料＞

▼ 海外子会社の正味収入保険料は円高の影響を大きく受け、１，８１９億円と、前期比△２１２億円、

△１０．４％の減収

・ 円高による影響は△２７７億円

・ 欧州は、円高影響（△１４７億円）のほか、信用保険の引受停止等による影響（△５５億円）

を含む。

＜為替の影響を除いたベースの地域･事業別増収率>

＜当期純利益＞

▼ 海外子会社の当期純利益は△２２９億円と、前期比△３６６億円の減益

・ 欧州における信用保険の大口ロス（３．５億ドル：３６０億円）が減益の主因

・ 世界的な金融危機の影響を受け、海外子会社合計の資産運用収支は前期比△１００億円

の減少

＋ 9.8％

△ 6.2％

＋ 13.1％

アジア

欧州

米州

＋ 6.5％再保険

8



※グループコア利益算出における、標準責任準備金積立前の当期純利益

※グループコア利益算出における米国基準当期純利益

生命保険子会社

2007年度

前期比

 新契約高 15,057 16,539 9.8% 

 保有契約高 86,164 90,308 4.8% 

 保険料 2,218 2,201 △ 0.8% 

 当期純利益 0.5 0.4 △ 0.1 

 実質当期純利益 43 24 △ 18 

2008年度

※

2007年度

前期比

 新契約高 15,057 16,539 9.8% 

 保有契約高 86,164 90,308 4.8% 

 保険料 2,218 2,201 △ 0.8% 

 当期純利益 0.5 0.4 △ 0.1 

 実質当期純利益 43 24 △ 18 

2008年度

※

2007年度

前期比

 新契約高 5,924 5,929 0.1% 

 保有契約高 25,278 24,787 △ 1.9% 

 保険料 6,446 6,192 △ 3.9% 

 当期純利益（当社持分） △ 62 △ 44 17 

 米国基準当期純利益 ※

 (当社持分)
51 6 △ 45 

2008年度2007年度

前期比

 新契約高 5,924 5,929 0.1% 

 保有契約高 25,278 24,787 △ 1.9% 

 保険料 6,446 6,192 △ 3.9% 

 当期純利益（当社持分） △ 62 △ 44 17 

 米国基準当期純利益 ※

 (当社持分)
51 6 △ 45 

2008年度

三井住友海上きらめき生命 （億円）

三井住友海上メットライフ生命 （億円）

9

＜三井住友海上きらめき生命＞

▼ 新契約高は、前期比＋９．８％増加し、順調な進展

▼ 保有契約高は、解約等による減少の影響もあるものの、前期比＋４．８％増と、着実に増加

▼ 保険料は、法人契約が低調なことから、前期比△０．８％の減少

▼ 標準責準達成に向け責任準備金を純利益が１億円未満となるまで積み増した結果、当期純利益は

４４百万円 （当期の責任準備金積増額は３８億円）

▼ 実質当期純利益は、２４億円と前期比△１８億円の減益。新契約の高い伸びによる責任準備金

負担や窓販対応等のための経費増に加え、前期の逓増定期販売見合わせによる影響

＜三井住友海上メットライフ生命＞

▼ 新契約高は、件数は増加したものの契約単価の低下もあり、前期比０．１％の増加

▼ 保有契約高は、運用環境の悪化等を背景に、前期比△１．９％の減少

▼ 保険料は、世界的な金融不安の進展や急激な景気悪化等を背景に、前期比△３．９％の減少

▼ 当期純利益は、運用環境の悪化に伴い資産運用損失が増加するも､危険準備金の取崩し等により

△４４億円と、前期を１７億円上回った

▼ グループコア利益算出における米国基準当期純利益は、前期比△４５億円減少

保有契約高の減少に伴う保険関係費収入の減少および資産運用損失が主因

9



2009年度 通期見込

三井住友海上グループホールディングス(株)
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2008年度

前期比 増収率

14,510 14,100 △ 410 △ 2.8% 

△ 130 300 430 

81 220 138  当期純利益

2009年度(見込)

 正味収入保険料

 経常利益

2008年度

前期比 増収率

14,510 14,100 △ 410 △ 2.8% 

△ 130 300 430 

81 220 138  当期純利益

2009年度(見込)

 正味収入保険料

 経常利益

2008年度

前期比 増収率

 三井住友海上（単体） 12,393 12,150 △ 244 △ 2.0% 

　 海外事業子会社 1,819 1,633 △ 187 △ 10.3% 

 三井ダイレクト損保 296 317 21 7.1% 

2009年度(見込)2008年度

前期比 増収率

 三井住友海上（単体） 12,393 12,150 △ 244 △ 2.0% 

　 海外事業子会社 1,819 1,633 △ 187 △ 10.3% 

 三井ダイレクト損保 296 317 21 7.1% 

2009年度(見込)

三井住友海上グループホールディングス（連結）

主要項目 （億円）

正味収入保険料の内訳 （億円） 当期純利益の内訳 （億円）

※子会社の利益は、出資持分ベース

2008年度

前期比

　三井住友海上（単体） 465 200 △ 266 

　　海外事業子会社 △ 229 146 376 

　三井ダイレクト損保 △ 15 △ 9 7 

　三井住友海上きらめき生命 0 0 　　－

　三井住友海上メットライフ生命 △ 44 11 56 

　　その他 2 2 △ 1 

　連結調整等 △ 96 △ 129 △ 33 

2009年度(見込)2008年度

前期比

　三井住友海上（単体） 465 200 △ 266 

　　海外事業子会社 △ 229 146 376 

　三井ダイレクト損保 △ 15 △ 9 7 

　三井住友海上きらめき生命 0 0 　　－

　三井住友海上メットライフ生命 △ 44 11 56 

　　その他 2 2 △ 1 

　連結調整等 △ 96 △ 129 △ 33 

2009年度(見込)

11

▼ 業績見込の前提条件（期末数値）

▼ 連結ベースの正味収入保険料は、１兆４，１００億円、前期比△４１０億円、増収率△２．８％を見込む｡

▼ 連結当期純利益は、前期比＋１３８億円の２２０億円

▼ 連結正味保険料の内訳

・ 三井住友海上は、前期の自賠責保険の改定影響が残ることに加え、景気低迷の影響もあり、前期比

△２４４億円の１兆２，１５０億円

・ 海外事業子会社は、円高の影響を主因に、前期比△１８７億円の１，６３３億円

・ 三井ダイレクトは、前期比＋２１億円の３１７億円

▼ 当期純利益の内訳

・ 三井住友海上は、前期比△２６６億円の２００億円

・ 海外事業子会社は、欧州子会社での回復を主因に前期比＋３７６億円の１４６億円

・ 三井ダイレクトは前期比赤字幅が縮小し、△９億円の赤字を見込む。

・ 三井住友海上きらめき生命は、引き続き標準責任準備金を積み立てる。

・ 三井住友海上メットライフ生命は販売手数料の負担が減少し、１１億円の黒字を見込む。

98.23円 95.00円

1.35％ 1.50％

8,109円 9,000円

為替（円/ドル）

金利（10年国債）

株価（日経平均）

今回見込み2008期末
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▼ 正味収入保険料は、前期比△２４４億円、 △２．０％の減収を見込む。自賠責を除くベースでは△０．９％

の減収

▼ 正味損害率は、前期比△０．８ｐｔの６８．７％。自賠責を除くベースでは、前期比△１．９ｐｔ低下の６３．４％

▼ 正味事業費率は、前期比＋０．５ptの３４．５％

▼ コンバインド･レシオは１０３．２％と前期比△０．３ｐｔ低下。自賠責を除くベースでは△１．６pt低下

▼ 保険引受利益は、△１２０億円を見込む。

前期に自動車保険の異常危険準備金の繰入率変更による一時的な影響があったこと、今期に自然災害

の増加を見込むこと等により、前期比では△４４５億円の減少

▼ ネット一般利配は、企業業績の悪化による配当金収入の減少を織り込み、前期比△２３５億円の６１５億円

▼ 資産運用損益では、有価証券売却益が減少する一方、有価証券評価損が大幅に減少することを見込み、

前期比＋４１１億円の３９１億円

▼ 経常利益は、前期比△２５億円の２３０億円

▼ 特別損益は、△１２億円を見込む。価格変動準備金を取り崩した前期との比較では△２４９億円の減

▼ 当期純利益は、前期比△２６６億円減益となる２００億円

2008年度

前期比

 正味収入保険料 12,393 12,150 △244 

 正味保険料 増収率 △5.2% △2.0% 3.2pt 

 正味損害率 69.5% 68.7% △0.8pt 

 正味事業費率 34.0% 34.5% 0.5pt 

 コンバインド・レシオ 103.5% 103.2% △0.3pt 

 インカードロス 7,543 7,567 24 

 保険引受利益 324 △120 △445 

 資産運用損益 △19 391 411 

 経常利益 255 230 △25 

 特別損益 236 △12 △249 

 当期純利益 465 200 △266 

<除く自賠責保険>

 正味保険料 増収率 △2.2% △0.9% 1.3pt 

 正味損害率 65.3% 63.4% △1.9pt 

 正味事業費率 35.5% 35.8% 0.3pt 

 コンバインド・レシオ 100.8% 99.2% △1.6pt 

2009年度(見込)2008年度

前期比

 正味収入保険料 12,393 12,150 △244 

 正味保険料 増収率 △5.2% △2.0% 3.2pt 

 正味損害率 69.5% 68.7% △0.8pt 

 正味事業費率 34.0% 34.5% 0.5pt 

 コンバインド・レシオ 103.5% 103.2% △0.3pt 

 インカードロス 7,543 7,567 24 

 保険引受利益 324 △120 △445 

 資産運用損益 △19 391 411 

 経常利益 255 230 △25 

 特別損益 236 △12 △249 

 当期純利益 465 200 △266 

<除く自賠責保険>

 正味保険料 増収率 △2.2% △0.9% 1.3pt 

 正味損害率 65.3% 63.4% △1.9pt 

 正味事業費率 35.5% 35.8% 0.3pt 

 コンバインド・レシオ 100.8% 99.2% △1.6pt 

2009年度(見込)

三井住友海上（単体）三井住友海上（単体）

主要項目 （億円）

＜除く自賠責保険＞

12

12



三井住友海上（単体）： 種目別保険料・損害率

2008年度

増収率

 火　災 1,761 1,744 △1.0% 

 海　上 641 574 △10.6% 

 傷　害 1,289 1,288 △0.1% 

 自 動 車 5,411 5,387 △0.4% 

 自 賠 責 1,482 1,341 △9.6% 

 そ の 他 1,806 1,816 0.5% 

 合　　計 12,393 12,150 △2.0% 

 除く自賠責 10,911 10,809 △0.9% 

2009年度(見込) 2008年度

増収率

 火　災 1,761 1,744 △1.0% 

 海　上 641 574 △10.6% 

 傷　害 1,289 1,288 △0.1% 

 自 動 車 5,411 5,387 △0.4% 

 自 賠 責 1,482 1,341 △9.6% 

 そ の 他 1,806 1,816 0.5% 

 合　　計 12,393 12,150 △2.0% 

 除く自賠責 10,911 10,809 △0.9% 

2009年度(見込) 2008年度

前期比

 火　災 42.6% 46.7% 4.1pt 

 海　上 51.5% 47.7% △3.8pt 

 傷　害 60.4% 61.1% 0.7pt 

 自 動 車 73.2% 71.7% △1.5pt 

 自 賠 責 99.8% 111.1% 11.3pt 

 そ の 他 72.3% 61.2% △11.1pt 

 合　　計 69.5% 68.7% △0.8pt 

 除く自賠責 65.3% 63.4% △1.9pt 

2009年度(見込)2008年度

前期比

 火　災 42.6% 46.7% 4.1pt 

 海　上 51.5% 47.7% △3.8pt 

 傷　害 60.4% 61.1% 0.7pt 

 自 動 車 73.2% 71.7% △1.5pt 

 自 賠 責 99.8% 111.1% 11.3pt 

 そ の 他 72.3% 61.2% △11.1pt 

 合　　計 69.5% 68.7% △0.8pt 

 除く自賠責 65.3% 63.4% △1.9pt 

2009年度(見込)

※インカードロス＝正味支払保険金＋普通備金積増＋ＩＢＮＲ備金積増

正味収入保険料 （億円） 正味損害率

インカードロス （億円）

2008年度

前期比

 インカードロス（除く損調費） 7,543 7,567 24 

 自然災害 60 150 90 

 自然災害以外 7,482 7,417 △66 

3,370 3,319 △52 

2009年度（見込）

　自動車のインカードロス(除く損調費)

2008年度

前期比

 インカードロス（除く損調費） 7,543 7,567 24 

 自然災害 60 150 90 

 自然災害以外 7,482 7,417 △66 

3,370 3,319 △52 

2009年度（見込）

　自動車のインカードロス(除く損調費)

13

▼ 正味収入保険料は、前期の自賠責の改定影響が残る他、景気低迷による設備投資や物流の減少、自動車

の新車販売の低迷等により、△２．０％の減収を見込む。

（自賠責の前期の料率改定影響は約△１５０億円）

▼ 正味損害率は、前期比△０．８ｐｔの６８．７％を見込む。

▼ 除く自然災害ベースの正味損害率は以下の通り。

▼ 自然災害は１５０億円を織り込む。（前期比＋９０億円）

火災：１１５億円、自動車：２５億円、その他：１０億円

▼ 自動車のインカードロスは、前期比△５２億円の減少を見込む。

火災

海上

傷害

自動車

自賠責

：

：

：

：

：

その他 ：

合計

40.1％（前期比△ 1.0ｐｔ）

47.7％（前期比△ 3.8ｐｔ）

61.1％（前期比＋ 0.7ｐｔ）

71.3％（前期比△ 1.5ｐｔ）

111.1％（前期比＋11.3ｐｔ）

60.6％（前期比△11.5ｐｔ）

67.4％（前期比△ 1.6ｐｔ)：

13



三井住友海上（単体）： 社費・事業費率三井住友海上（単体）： 社費・事業費率

2008年度

前期比

 保険引受社費 2,131 2,118 △ 14

 損害調査費 761 761 △ 1

 その他 128 109 △ 19

 社費合計 3,021 2,988 △ 34

 人件費 1,526 1,589 63

 物件費 1,352 1,264 △ 88

 税金・拠出金等 142 134 △ 9

2009年度（見込）2008年度

前期比

 保険引受社費 2,131 2,118 △ 14

 損害調査費 761 761 △ 1

 その他 128 109 △ 19

 社費合計 3,021 2,988 △ 34

 人件費 1,526 1,589 63

 物件費 1,352 1,264 △ 88

 税金・拠出金等 142 134 △ 9

2009年度（見込）

社費 （億円）

2008年度

前期比

 正味手数料率 16.8% 17.0% 0.2pt 

 正味社費率 17.2% 17.4% 0.2pt 

 正味事業費率 34.0% 34.5% 0.5pt 

　　同　　（除く自賠責） 35.5% 35.8% 0.3pt 

2009年度（見込）2008年度

前期比

 正味手数料率 16.8% 17.0% 0.2pt 

 正味社費率 17.2% 17.4% 0.2pt 

 正味事業費率 34.0% 34.5% 0.5pt 

　　同　　（除く自賠責） 35.5% 35.8% 0.3pt 

2009年度（見込）

事業費率 （億円）

14

▼ 社費合計は、物件費を中心にコスト削減をはかり、前期比△３４億円の２，９８８億円を見込む。

▼ 事業費率は前期比＋０．５ｐｔの３４．５％

・ 正味手数料率 １７．０％（前期比＋０．２ｐｔ）

・ 正味社費率 １７．４％（前期比＋０．２ｐｔ）

▼ 除く自賠責ベースの事業費率は前期比＋０．３ｐｔの３５．８％

・ 正味手数料率 １８．３％（前期比＋０．２ｐｔ）

･ 正味社費率 １７．５％（前期比＋０．１ｐｔ）

14



三井住友海上（単体）： 資産運用

2008年度

前期比

 グロス利配収入 1,378 1,144 △ 235 
 積立保険料等運用益振替 528 529 0 
 ネット一般利配収入 850 615 △ 235 
 有価証券売却損益 602 △ 25 △ 627 
 有価証券評価損　　　 △ 1,095 △ 72 1,023 
 有価証券償還損益 △ 57 △ 26 31 
 金融派生商品損益 △ 7 79 86 
 その他 △ 312 △ 180 132 
 資産運用損益 △ 19 391 411 

2009年度（見込）2008年度

前期比

 グロス利配収入 1,378 1,144 △ 235 
 積立保険料等運用益振替 528 529 0 
 ネット一般利配収入 850 615 △ 235 
 有価証券売却損益 602 △ 25 △ 627 
 有価証券評価損　　　 △ 1,095 △ 72 1,023 
 有価証券償還損益 △ 57 △ 26 31 
 金融派生商品損益 △ 7 79 86 
 その他 △ 312 △ 180 132 
 資産運用損益 △ 19 391 411 

2009年度（見込）

2008年度

前期比

 公社債 296 278 △ 19 
 株式 466 300 △ 167 
 外国証券 296 278 △ 18 
 その他有価証券 20 18 △ 3 
 貸付金 154 150 △ 5 
 不動産 71 72 0 
 その他 71 48 △ 24 
 合計 1,378 1,144 △ 235 

2009年度（見込）2008年度

前期比

 公社債 296 278 △ 19 
 株式 466 300 △ 167 
 外国証券 296 278 △ 18 
 その他有価証券 20 18 △ 3 
 貸付金 154 150 △ 5 
 不動産 71 72 0 
 その他 71 48 △ 24 
 合計 1,378 1,144 △ 235 

2009年度（見込）

グロス利配収入の主な内訳 （億円）

資産運用損益の概要 （億円）

15

▼ グロス利配収入は、企業業績の悪化に伴う配当収入の減少を織り込み、前期比△２３５億円の

１，１４４億円

▼ ネット一般利配収入は、前期比△２３５億円の６１５億円

▼ 有価証券売却損益は、前期比△６２７億円の減少の△２５億円

▼ 有価証券評価損は、前期比＋１，０２３億円の△７２億円

▼ 金融派生商品損益は、クレジット・デリバティブの時価評価額の回復を主因に前期比＋８６億円

の７９億円

15



三井住友海上の海外子会社

2008年度

前期比 増収率

 子会社　合計 1,819 1,633 △ 187 △ 10.3% 

　アジア 707 689 △ 19 △ 2.6% 

　欧州 617 465 △ 153 △ 24.8% 

　米州(含むブラジル) 239 247 8 3.5% 

　再保険 255 232 △ 24 △ 9.3% 

2009年度（見込）2008年度

前期比 増収率

 子会社　合計 1,819 1,633 △ 187 △ 10.3% 

　アジア 707 689 △ 19 △ 2.6% 

　欧州 617 465 △ 153 △ 24.8% 

　米州(含むブラジル) 239 247 8 3.5% 

　再保険 255 232 △ 24 △ 9.3% 

2009年度（見込）

2008年度

前期比

 子会社　合計 △ 229 146 376 

　アジア 29 54 24 

　欧州 △ 313 15 329 

　米州(含むブラジル) 11 19 7 

　再保険 41 57 16 

2009年度（見込）2008年度

前期比

 子会社　合計 △ 229 146 376 

　アジア 29 54 24 

　欧州 △ 313 15 329 

　米州(含むブラジル) 11 19 7 

　再保険 41 57 16 

2009年度（見込）

当期当期純利益純利益 （億円）

正味収入保険料 （億円）

16

＜正味収入保険料＞

▼ 海外子会社の正味収入保険料は、前期比△１８７億円の１，６３３億円

・主にアジア通貨、欧州通貨における円高影響を△３００億円程度見込むが、各地域で現地

通貨ベースでの増収を見込む。

＜当期純利益＞

▼ 海外子会社の当期純利益は、前期比＋３７６億円の１４６億円

・前期に信用保険の大口ロスがあった欧州は、１５億円の利益を見込む。（前期比＋３２９億円）

・再保険会社は、インカードロスの改善により、前期比＋１６億円の５７億円を見込む。

16



生命保険子会社

2008年度

前期比

 新契約高 16,359 19,300 16.7% 

 保有契約高 90,308 98,900 9.5% 

 保険料 2,201 2,220 0.8% 

 当期純利益 0 0 　　　　　　　　　　　－

 実質当期純利益 24 11 △ 13 

2009年度（見込）

※

2008年度

前期比

 新契約高 16,359 19,300 16.7% 

 保有契約高 90,308 98,900 9.5% 

 保険料 2,201 2,220 0.8% 

 当期純利益 0 0 　　　　　　　　　　　－

 実質当期純利益 24 11 △ 13 

2009年度（見込）

※

2008年度

前期比

 新契約高 5,929 1,932 △ 67.4% 

 保有契約高 24,787 24,599 △ 0.8% 

 保険料 6,192 2,000 △ 67.7% 

 当期純利益（当社持分） △ 44 11 56 

 米国基準当期純利益 ※

 (当社持分)
6 7 1 

2009年度（見込）2008年度

前期比

 新契約高 5,929 1,932 △ 67.4% 

 保有契約高 24,787 24,599 △ 0.8% 

 保険料 6,192 2,000 △ 67.7% 

 当期純利益（当社持分） △ 44 11 56 

 米国基準当期純利益 ※

 (当社持分)
6 7 1 

2009年度（見込）

三井住友海上きらめき生命 （億円）

三井住友海上メットライフ生命 （億円）

※グループコア利益算出における、標準責任準備金積立前の当期純利益

※グループコア利益算出における米国基準当期純利益

17

＜三井住友海上きらめき生命＞

▼ 新契約高は、前期比＋１６．７％の増加を見込む。新生保推進体制や2010年販売網ビジョンの

もと、既存チャネル、新チャネルともに順調な伸展を見込む。第三分野についても、高い伸び

を見込む。

▼ 保有契約高は、前期比＋９．５％の増加を見込む。

▼ 保険料は、前期比＋０．８％の増収を見込む。個人契約と第三分野に重点を置き、法人契約の

伸びを低く見込む。

▼ 標準責準達成に向け責任準備金を純利益が１億円未満となるまで積み増す結果、当期純利益は、

１億円未満となる。（責任準備金積み増しは１７億円の見込み）

▼ 実質当期純利益は、新生保推進体制の構築にともなう経費増、新契約の高い伸びによる責任

準備金負担の増加等により、前期比△１３億円の１１億円

＜三井住友海上メットライフ生命＞

▼ 保険料は、窓販マーケットの縮小により、前期比大幅な減収を見込む。

▼ 当期純利益は、保険料の減収により販売手数料負担が減少することもあり、前期比＋５６億円増益

の１１億円の黒字を見込む。

▼ グループコア利益算出における米国基準当期純利益は、前期比＋１億円の７億円

17



2009年度戦略

三井住友海上グループホールディングス(株)

18



資本政策： 成長戦略を通じた企業価値・株主利益の向上

事業を成長させ、中期的な利益規模を拡大する

利益を拡大させる中で株主還元の規模も拡大する

事業投資を通じ資本の再配分を進め、ＲＯＥの向上を目指す

「グループコア利益」の４０％
を目処とした株主還元

配当へ

自己株式の取得へ

事業投資へ

株主還元株主還元

ＲＯＥＲＯＥ

up

投資事業
からの利益

利益

成長
戦略

up

up

成長性の高い事業成長性の高い事業

成長

19

当社グループでは、事業の成長を通じた利益の拡大が企業価値と株主利益の向上につな

がるという考えに基づき、財務の健全性を確保しつつ成長分野への投資を推進することを

資本政策の基本方針としている。

株主還元については、健全性の確保および成長に向けた投資と還元とのバランスを中期

的な観点から維持するため、グループ全体の経常的な収益力を示す独自指標である「グ

ループコア利益」の40%を目処に配当と自己株式取得の組み合わせで株主還元を行う。

併せて、安定的な配当を維持し中期的に増配基調を目指す。

※ 「グループコア利益」の定義については、後掲「中期経営計画『ニューチャレンジ１０』と経営目標」の

ノート部分参照。

19



当社の資本の状況について当社の資本の状況について

経済環境は極めて厳しい。当社の資本は健全な事業活動の維持に問題のない水準を
維持しているが、引き続きリスク管理、危機管理を強化する

リスク総量

（計測可能なリスク
ストレス付加後）

リスク総量

（計測可能なリスク
ストレス付加後）

時価純資産（NAV）

資金調達市場は健全な機能を取り戻したとは言い切
れず、機動的な資金調達は期待し難い

資金調達市場は健全な機能を取り戻したとは言い切
れず、機動的な資金調達は期待し難い

金融危機に伴う、想定を超える規模での有価証券
の価値下落

欧米を中心とした金融機関の資本不足等の経験を
踏まえた健全性評価の厳格化の動き （格付機関、
監督当局など）

ストレス（株価）の実現化

20

以下のような環境下、市場や契約者から適切な評価を受けるための財務健全性を確保

することは保険会社として極めて重要。

・ 金融危機は当社の保有資産にも影響を及ぼし、当社の資本水準を押し下げた。

・ 欧米を中心とした金融機関の資本不足等の経験を踏まえ、格付機関や監督当局は

健全性評価において各種ストレステストの追加を要求している。

・ 資金調達市場はまだ健全な機能を取り戻したとは言い切れず、機動的な資金調達は

期待し難い状況にある。

当社は、事業の成長を通じて利益を拡大することが中期的に企業価値と株主利益の向上につ

ながるという考えに基づき、財務の健全性を確保しつつ事業拡大のため成長分野への投資を

推進している。

保険事業としての健全な事業活動継続の観点、事業投資の観点から、不確実性に備えたリス

ク管理と危機管理を強化し、適切な資本の水準を確保していく。

20
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配当(左目盛） 自己株式取得（左目盛） 総還元割合(右目盛)
（億円） （％）

株主還元・自己株式取得に関する考え方株主還元・自己株式取得に関する考え方

還元方針還元方針還元方針

「グループコア利益」の40%相当額を目処に、配当と自己株式取得により株主還元を行う

安定的な配当を維持し、中長期的に増配基調を目指す

※2007年度までは左目盛、2008年度は右目盛による。

※2007年度までは三井住友海上の実績。
2008年度（予定）は三井住友海上ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽにおける予定額を示す。
2008年度の1株あたり配当額54円は、2007年度までのﾍﾞｰｽに引き直すと
16.2円に相当。

※年間配当・自己株式取得の実施年度で表示。

7.5
8.5

9.5

13.0
14.0

16.0 54.0

0

4

8

12

16

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

(予定)

0

10

20

30

40

50

中間配当 期末配当 記念配当

（円） （円）

株主還元実績（三井住友海上） 配当の推移

還元実績還元還元実績実績

資本効率の改善を図るため、創立時（２００１年１０月）発行済株式総数の１０％を削減することを
目標にしている

自己株式取得自己株式取得自己株式取得
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グループコア利益と還元実績

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

640 286 739 649 660

　配当 124 136 185 198 225

　自己株式取得 215 120 115 70 40

 配当+自己株式取得（還元額） 339 256 300 268 265

 還元額/グループコア利益 53% 90% 41% 41% 40%

 グループコア利益

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

640 286 739 649 660

　配当 124 136 185 198 225

　自己株式取得 215 120 115 70 40

 配当+自己株式取得（還元額） 339 256 300 268 265

 還元額/グループコア利益 53% 90% 41% 41% 40%

 グループコア利益

（億円）

取得株数
（千株）

取得額
（百万円）

　2002年 3月～12月 25,895 14,570

  2003年10月～12月 29,381 25,999

  2004年 8月～10月 23,073 21,485

  2005年 9月 10,000 11,992

  2007年 2月～3月 7,846 11,499

  2008年 2月～3月 6,402 6,998

  合計 102,597 92,543

三井住友海上グループホールディングス
  2009年 2月～3月 1,851 * 3,999

取得時期

三井住友海上

取得株数
（千株）

取得額
（百万円）

　2002年 3月～12月 25,895 14,570

  2003年10月～12月 29,381 25,999

  2004年 8月～10月 23,073 21,485

  2005年 9月 10,000 11,992

  2007年 2月～3月 7,846 11,499

  2008年 2月～3月 6,402 6,998

  合計 102,597 92,543

三井住友海上グループホールディングス
  2009年 2月～3月 1,851 * 3,999

取得時期

三井住友海上

自己株式取得実績

※年間配当・自己株式取得の実施年度で表示。グループコア利益の
計上は各前年度。

* 株式移転前の三井住友海上株式6,171千株に相当。
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中期経営計画「ニューチャレンジ１０」と経営目標

2008年度減益の大きな要因は
資産運用損益の悪化と海外事業
の赤字

2009年度グループコア利益は
180億円と増益を見込む。

・国内損保事業利益は、保険引受
利益の減少から減益の見込み

・海外事業利益は123億円と、
金融危機以前の水準にまで回復
する見込み

0

400

800

（億円）

＋149180△62931660（合計）グループコア利益

＋29△4△33△331金融サービス・リスク関連事業

＋418

△13

△284

前年比

2009年度（見込）

123△443△294148海外事業

18△643194生命保険事業

43△89328416国内損害保険事業

前年比

2008年度（実績）2007年度

（実績）

660億円 31億円 180億円

2008年度グループコア利益は３１億円と大幅減益

⇒2008年度見込４４１億円との乖離は金融危機の影響

金融危機への対応力を強化、2009年度戦略は中期経営計画「ニューチャレンジ１０」を踏襲

金融危機により大きく環境が変化

⇒2010年度以降の戦略と経営目標は新しい環境を踏まえ３社統合協議後発表

見込441億円と

の乖離は

金融危機の影響

グループコア利益の推移グループコア利益の推移グループコア利益の推移
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9,000円8,109円日経平均

株価

125円129.84円ユーロ

2009年度

（期末）

95円USドル 98.23円

為替

1.50%1.35%10年国債金利

8,0007,608NYダウ

2008年度

（期末）

計画策定の前提値

三井住友海上きらめき生命
標準責任準備金積み増し前利益

三井住友海上きらめき生命
標準責任準備金積み増し前利益

三井住友海上メットライフ生命
米国会計基準(US GAAP)ベースの持分利益

三井住友海上メットライフ生命
米国会計基準(US GAAP)ベースの持分利益

他他

生保子会社連結利益生保子会社連結利益

クレジットデリバティブ評価損益クレジットデリバティブ評価損益

その他特殊要因その他特殊要因

連結当期純利益連結当期純利益

株式キャピタル損益株式キャピタル損益

「グループコア利益」

グループコア利益グループコア利益 連結自己資本（期初・期末平均）連結自己資本（期初・期末平均）

「グループコア利益」の定義

グループコア利益ベースROE

＝

－

－

－

－

＋

＋

＋

÷＝
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70.4%

64 .0%
63 .7%63 .5%

67 .6%

62 .5%

54 .6%

55 .9%

58 .0%

58 .5%
56 .2% 56 .2%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

I/E損害率

I/E損害率（自然災害・IBNR積増・損害調査費を除く）

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）

＜国内損害保険事業＞ 損害率・事業費率
三井住友海上

※対象種目は地震保険・自賠責保険以外

34 .5%

34 .0%
33 .4%

32 .2%

31 .3%

30 .8% 30 .8%

31 .8%

35 .8%

35 .5%

35 .7%
34 .3%

33 .1%

35 .1%

34 .0%

33 .2%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

38.0%

40.0%

正味事業費率

除く自賠責ベース正味事業費率

2002年度 2003年度 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）

アーンド・インカード損害率の推移アーンド・インカード損害率の推移アーンド・インカード損害率の推移 正味事業費率の推移正味事業費率の推移正味事業費率の推移

アーンド・インカード損害率（自然災害等を除く）：
2008年度は56.2%と前期比△2.3pt低下、2009年度は前期比同水準を見込む

事業費率：2008年度は34.0%と前期比＋2.2pt上昇、2009年度は34.5%と＋0.5ptの上昇を見込む

23

2008年度のアーンド・インカード（I/E)損害率（自

然災害・IBNR積増・損害調査費を除く。以下同

じ）は、自動車保険の損害率改善が寄与し、

56.2%と前期比△2.3ポイント低下した。

2009年度のI/E損害率は、前期比同水準の

56.2%を見込む。

アーンド・インカード損害率の推移に関する説明

2008年度の傷害保険のI/E損害率は、普通傷害保

険等におけるインカードロスの増加等により、2007

年度に続き上昇した。

既に実施している契約引受面の施策（恒常的に損

害率の高い契約の収支改善など）を継続するが、

2009年度のI/E損害率は、前期比同水準の56.9%を

見込む。保険料率面の施策は、参考純率改定の

動向を踏まえて今後検討していく。

56.9%49.1%

43.9%

54.8%

56.9%

42.1%

30%

40%

50%

60%

傷害保険のアーンド・インカード損害率（自然災害・ IBNR積増・損害調査費を除く）

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）

事業費率の推移に関する説明

2008年度の事業費率は、正味収入保険料の減収及

び次の要因による事業費の増加により、34.0%と前期

比＋2.2ﾎﾟｲﾝﾄ上昇した。 業界内では相対的に低い水

準にある。

・人件費： 要員数の増加

・物件費： システム関係費・減価償却費の増加

2009年度の事業費率は、正味保険料の減収に伴い

34.5%と＋0.5ﾎﾟｲﾝﾄの上昇を見込む。但し、事業費の

額は△32億円の減少を見込む。
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＜国内損害保険事業＞ 自動車保険の損害率改善

保険料水準の引き上げ、損害率が高い補償内容の見直し、
収支にマイナスの影響を及ぼしていた割引の廃止

保険料水準の引き上げ、損害率が高い補償内容の見直し、
収支にマイナスの影響を及ぼしていた割引の廃止

２００８年７月
商品改定の効果

２００８年７月２００８年７月
商品改定の効果商品改定の効果

・ 地域性や市場特性を反映したきめ細かい引受基準の設定
・ 損害率が高い代理店のアンダーライティング支援、コンサルティングの実施

・ 地域性や市場特性を反映したきめ細かい引受基準の設定
・ 損害率が高い代理店のアンダーライティング支援、コンサルティングの実施

適切な
アンダーライティング

適切な適切な
アンダーライティングアンダーライティング

事故防止の取組事故防止の取組事故防止の取組
・ フリート契約者向け…新規ﾌﾘｰﾄや損害率が高いﾌﾘｰﾄに対する事故防止取組

・ 個人契約者向け…安全運転に対する意識を高める取組

・ フリート契約者向け…新規ﾌﾘｰﾄや損害率が高いﾌﾘｰﾄに対する事故防止取組

・ 個人契約者向け…安全運転に対する意識を高める取組

三井住友海上

２００８年度の自動車保険損害率は、諸施策の効果・事故発生件数の減少により、 前期比
△３．０ﾎﾟｲﾝﾄ改善し６１．１％と、前期に設定した２０１０年度目標水準にまで低下した

２００９年度も以下の施策を継続し、損害率を２００８年度水準に維持していく

65.8%

64.1%

61.1%61.1%

62.8%

61.6%

58.0%

60.0%

62.0%

64.0%

66.0%

68.0%

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）

アーンド・インカード損害率の推移 （除く損害調査費、除くＩＢＮＲ積増、除く自然災害）
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（千件）事故発生件数の推移 （除く自然災害） インカードロスの推移 （国内、除く自然災害）

3,500
3,549

3,691

3,526

3,307

3,000

3,500

4,000

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

1,141

1,189
1,202

1,100

1,200

1,300

2006年度 2007年度 2008年度

上記施策の補足説明

２００８年度事故発生件数・インカードロスは、前期比各々△４．０％・△６．２％減少した

（億円）

■ 損害率が高い代理店のアンダーライティング支援

■ フリート契約者向けの事故防止取組

・損害率が高くなっている要因の分析、改善に向けた計画の策定

・アンダーライティングに関する教育ツールの活用

・事故状況を踏まえた、個々の特徴に応じた自動車リスクマネジメント取組（「ドライブレコーダーを活用した

コンサルティング」、「エコ安全ドライブ」等）の提案
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住友生命との業務提携強化住友生命との業務提携住友生命との業務提携強強化化

＜国内損害保険事業＞ 生保営業職員チャネルの展開

【契約切替期間】※
自動車保険： 2009年10月～
その他保険： 2010年 1月～

１．住友生命が当社１．住友生命が当社
商品を全面的に商品を全面的に
販売販売

2009年10月以降、住友生命が当社代理
店として当社損害保険商品を全面的に
販売

三井住友海上

２．スミセイ損害保険㈱２．スミセイ損害保険㈱
保有契約の当社へ保有契約の当社へ
の切替の切替

2008年9月、住友生命との業務提携強化（基本合意書締結）

３．拡大に向けた販売３．拡大に向けた販売
体制・事務インフラ体制・事務インフラ
等の構築等の構築

住友生命と協力して、損保商品販売拡大
に向けた販売体制・事務インフラを構築

生保営業職員チャネルを国内損保事業における成長領域として重点的に取組む

住友生命営業職員約３万人

増収効果

・スミセイ損保保有契約
の当社への切替

・新規契約獲得
↓

2009年度120億円
規模の増収を見込む

・生命保険営業職員
チャネルの新しい
ビジネスモデルを
構築・展開

新しいビジネスモデル

※契約切替期間終了(2010年12月）後、関係官庁からの認可取得を前提に2011年1月
包括移転の予定

目指す効果目指す効果目指す効果
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所定研修：募集教育の充実

照会センタ－の設置：商品・事務に関する営業職員からの照会対応

生損一体型の営業職員携帯端末を活用した損害保険販売

集約型事務処理体制：計上・事務処理等を、原則本社集中処理

契約変更手続きのコールセンター対応

事故受付センターの活用

提携推進・教育企画を担う専門部署の設置

住
友
生
命

三
井
住
友
海
上

新しい販売体制・事務インフラ（ビジネスモデル）

スミセイ損害保険㈱概要

その他

傷害

火災

自動車

48億円

27億円

157億円

67億円

1億円当期純利益※

301億円正味収入保険料※

905億円総資産※

300億円資本金

※2008年度数値
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＜国内損害保険事業＞ 販売・商品イノベーションによる生産性の向上

品

質

向

上

運

動

代

理

店

教

育

強

化

品

質

向

上

運

動

代

理

店

教

育

強

化

販売イノベーション：2009年度取組販売イノベーション：販売イノベーション：20092009年度取組年度取組 商品イノベーション：2009年度取組商品イノベーション：商品イノベーション：20092009年度取組年度取組

※ 「ＧＫ」…「安心のゴールキーパーでありたい」とのメッセージを込めたブランドであり、 信頼感や親しみを訴求することを狙っている。

三井住友海上

販売網構造改革販売網構造改革

説明責任を果たし、成長を支える
販売網・営業基盤の構築

代理店新設

代理店の集約化・解約を完了

代理店の大型化

説明責任を果たし、成長を支える
販売網・営業基盤の構築

代理店新設

代理店の集約化・解約を完了

代理店の大型化

営業社員・代理店の行動改革営業社員・代理店の行動改革

営業社員・代理店の行動改革による
「お客さま満足」「効率化」「成長」の実現

営業社員・代理店の行動改革による
「お客さま満足」「効率化」「成長」の実現

販売プロセス改革販売プロセス改革

ペーパーレス、キャッシュレスを基本
とする新たな販売プロセスの定着

ペーパーレス、キャッシュレスを基本
とする新たな販売プロセスの定着

商品の品質向上商品の品質向上

商品情報の一元管理
商品管理システムを活用したパンフレット等の印刷部数

削減・電子化推進を検討

Ｗｅｂサービスの強化
「お客さま向けＷｅｂサービス」の対象を拡大

商品情報の一元管理
商品管理システムを活用したパンフレット等の印刷部数

削減・電子化推進を検討

Ｗｅｂサービスの強化
「お客さま向けＷｅｂサービス」の対象を拡大

商品のわかりやすさ向上商品のわかりやすさ向上

商品ラインアップのスリム化
商品数・特約数を2010年度末までに約40%削減

個人向け商品のブランド「ＧＫ」※の構築

約款・用語の平易化
2009年度中に「ＧＫ すまいの保険」（火災保険）

「ＧＫ ケガの保険」（傷害保険）を発売

商品ラインアップのスリム化
商品数・特約数を2010年度末までに約40%削減

個人向け商品のブランド「ＧＫ」※の構築

約款・用語の平易化
2009年度中に「ＧＫ すまいの保険」（火災保険）

「ＧＫ ケガの保険」（傷害保険）を発売

業務効率化業務効率化業務効率化

代理店・営業部門社員の業務量
削減

契約手続きコスト、商品の管理・
改定コストの削減

代理店・営業部門社員の業務量
削減

契約手続きコスト、商品の管理・
改定コストの削減

生産性の向上生産性の向上生産性の向上

新規開拓活動（代理店の新設・育成、
取引企業の開拓）の増大

⇒収入保険料の拡大

新規開拓活動（代理店の新設・育成、
取引企業の開拓）の増大

⇒収入保険料の拡大

国内損保事業の要員スリム化

→グループの成長領域への「人財」
再配置による成長加速

国内損保事業の要員スリム化

→グループの成長領域への「人財」
再配置による成長加速
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△4,878△6,263△4,980前年度末からの増減

75.1%73.2%70.4%大型代理店の収保ｳｴｲﾄ

41,51846,39652,659年度末代理店数

5,9777,3376,563解約代理店数

1,0991,0741,583新設代理店数

2008年度2007年度2006年度

（店）

【販売網構造改革】

2007・2008年度の2年間で、代理店数は△21%減少、大型

代理店（扱い保険料5,000万円以上）の収保ウエイトは

＋4.7ﾎﾟｲﾝﾄ上昇

【ﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ・ｷｬｯｼｭﾚｽを基本とする新たな販売ﾌﾟﾛｾｽ】

08年4月 09年3月

・ｷｬｯｼｭﾚｽ化率 67.4% ⇒ 81.6% （＋14.2ﾎﾟｲﾝﾄ）

・電子計上率※ 2.3% ⇒ 12.6% （＋10.3ﾎﾟｲﾝﾄ）

※「電子計上」とは、これまで紙ベースの申込書で行なって

いた自車保険の契約手続きをノートパソコン上で完結させ

るシステム

事前準備から契約締結、契約計上に至る業務の効率を

改善し、大幅な時間短縮が可能

【商品のわかりやすさ向上】

2008年7月に「ＧＫ」ブランド第一弾「ＧＫ クルマの保険」

を発売

→補償に関する特約を７０から４４に３７％削減

→用語を平易化したわかりやすいパンフレット・約款を

実現

【商品の品質向上】

商品情報の一元管理

・ 商品管理システムを構築し、2008年4月に稼動

→商品管理業務を約20%削減

・ 商品に係る情報を保険種目横断で一元管理する

マスタを構築

・ 商品関連の品質管理もシステム化し組織的に共有、

事務ミスを防止

Ｗｅｂサービスの強化

・ 「お客さま向けＷｅｂサービス」…お客さまがインター

ネット上で保険契約の内容照会や契約に係る事務

手続（住所の変更等）を行えるサービス

・ 従来はパソコンからのみであったこのサービスを、

「ＧＫ クルマの保険」加入者を対象に、新たに携帯

電話からも行えるようにした。

「販売イノベーション」：2008年度までの成果 「商品イノベーション」：2008年度までの成果
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運用資産の資産別残高の推移 （億円）

運用資産の状況＜国内損害保険事業＞

うち
オルタナティブ投資
2.３%

外国証券

その他の証券

（％は運用資産全体に占める割合）

（大半が子会社株式）

・株式 357億円 ・外国公社債 263億円 （うちリーマン・ブラザーズ・グループ 95億円）

・投資信託 242億円 ・外国投信 211億円 公社債 20億円

時価のある有価証券の減損基準（株式）： 取得原価比で下落率30%以上の銘柄は原則として減損

なお、リーマン・ブラザーズ・グループの社債は、経営破綻であることから時価なし有価証券として

備忘価格まで減損している

運用資産の残高と資産別構成比 （億円）

公社債

16,187

(29.5%)

不動産

2,252

(4.1%)

貸付金

7,546

(13.8%)

その他

の証券

595

(1.1%)

外国証券

10,375

(18.9%)

株式

13,796

(25.1%)

預貯金等

4,124

(7.5%)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2009年3月末現在

（※財務諸表上の区分に基づき表示）

2008年度の有価証券評価損

外国公社債

外国株式

外国投信

その他

投資信託

その他

9.7%

5.9%

2.6%

0.6%

0.8%

0.3%

三井住友海上
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マクロ環境 資産・負債への影響（概算）

金利変動

円金利が＋１％上昇した場合

　・時価変動（資産･負債ネット）： ＋38億円
　・利配収入の変動（受払ネット）： ＋15億円

為替変動

・対ドル１円の円高    ⇒外貨資産の時価 △18億円
・対ユーロ１円の円高  ⇒外貨資産の時価 △6億円

・対ドル・対ユーロとも1円の円高が1年間継続
　　⇒外貨資産からの利配収入 △4億円

株価変動
・日経平均△1,000円の低下

　　⇒保有株式の時価変動 △1,694億円

国内の発行体

うち金融機関

AAA格 38.3% 32.0% 25.2% 

AA格 35.5% 31.0% 22.5% 

A格 24.9% 29.0% 52.2% 

BBB格 0.7% 2.0% -

BB格以下 0.6% 6.0% -

合計 100.0% 100.0% 100.0% 

海外の発行体国内の発行体

うち金融機関

AAA格 38.3% 32.0% 25.2% 

AA格 35.5% 31.0% 22.5% 

A格 24.9% 29.0% 52.2% 

BBB格 0.7% 2.0% -

BB格以下 0.6% 6.0% -

合計 100.0% 100.0% 100.0% 

海外の発行体

構成比 構成比 構成比 構成比

預貯金等 3,724 5.2% 3,470 4.7% 3,393 5.1% 4,124 7.5% 

公社債 17,441 24.2% 17,802 24.1% 17,215 26.0% 16,187 29.5% 

株式 28,513 39.6% 30,100 40.7% 22,447 33.9% 13,796 25.1% 

外国証券 11,338 15.7% 11,946 16.1% 12,135 18.3% 10,375 18.9% 

その他の証券 1,240 1.7% 1,136 1.5% 954 1.4% 595 1.1% 

貸付金 7,560 10.5% 7,461 10.1% 7,771 11.7% 7,546 13.8% 

不動産 2,181 3.0% 2,100 2.8% 2,324 3.5% 2,252 4.1% 

合計 72,000 100.0% 74,018 100.0% 66,241 100.0% 54,876 100.0% 

06年3月末 07年3月末 08年3月末 09年3月末

構成比 構成比 構成比 構成比

預貯金等 3,724 5.2% 3,470 4.7% 3,393 5.1% 4,124 7.5% 

公社債 17,441 24.2% 17,802 24.1% 17,215 26.0% 16,187 29.5% 

株式 28,513 39.6% 30,100 40.7% 22,447 33.9% 13,796 25.1% 

外国証券 11,338 15.7% 11,946 16.1% 12,135 18.3% 10,375 18.9% 

その他の証券 1,240 1.7% 1,136 1.5% 954 1.4% 595 1.1% 

貸付金 7,560 10.5% 7,461 10.1% 7,771 11.7% 7,546 13.8% 

不動産 2,181 3.0% 2,100 2.8% 2,324 3.5% 2,252 4.1% 

合計 72,000 100.0% 74,018 100.0% 66,241 100.0% 54,876 100.0% 

06年3月末 07年3月末 08年3月末 09年3月末

公社債の格付別残高構成比 マクロ環境の変化が資産・負債に及ぼす影響
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資産運用の基本方針とリスク管理＜国内損害保険事業＞

資産運用市場への影響資産運用市場への影響資産運用市場への影響金融危機の発生金融危機の発生金融危機の発生

限られた地域や投資領域における危機が

平時レベルを超えて広範かつ急激に伝播

限られた地域や投資領域における危機が

平時レベルを超えて広範かつ急激に伝播

■ 個別与信先（欧米金融機関）に

対する商品横断的なエクスポージャー

の管理強化

■ 指標の多様化（リスク発現の兆候

の早期把握）

■ 為替リスクやヘッジファンド等のリミット

額の 引き下げ

■ 個別与信先（欧米金融機関）に

対する商品横断的なエクスポージャー

の管理強化

■ 指標の多様化（リスク発現の兆候

の早期把握）

■ 為替リスクやヘッジファンド等のリミット

額の 引き下げ

当社ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ管理の見直し当社ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ管理の見直し当社ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ管理の見直し

金融危機が資産運用市場ならびに当社運用ポートフォリオにもたらした影響を踏まえ、運用ポートフォリオの
再構築を図っている

リスク管理については、金融危機からの教訓を踏まえ、既存の枠組みに新たな視点も加え管理を行っている

三井住友海上

【金融機関・ファンド等への影響の連鎖】

・ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑを契機とした欧米金融機関の

信用力急落

↓

・信用力に係る疑念の連鎖

↓

・信用市場の収縮

↓

・一部の資金調達市場の機能不全

【事業会社への影響の連鎖】

・業種横断的な

資金調達力の減少・調達コストの増大

↓

・信用力の低下、株式・社債価値の下落

グローバル金融機関の連鎖的な

資産内容の劣化

流動性リスクの発現

高レバレッジ金融機関・ヘッジファンド
による資産の一斉売却

資金繰りの悪化

業種分散が効かず信用リスクが拡大

当社ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ管理の見直し当社ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ管理の見直し当社ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ管理の見直し

金融危機からの教訓を踏まえ、通常の
リスク管理に加えて以下のようなリスク
管理の強化を行う
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2009年度・資産運用ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの方向性20092009年度・資産運用ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵの方向性

金融危機から教訓を踏まえ、ポートフォリオの再構築を図る

（資産種類ごとの具体例としては以下のとおり）

株価動向を注視しながら、削減を推進する株式

同一発行体（グループ）への与信集中を回避・削減するため、１発行体
当たりの投資残高や投資期間を見直す

日次モニタリングの指標を多様化し、リスク発現の兆候を早期に把握する

うち、事業債・外国債

既存ファンドの選別を進め、全体として残高を圧縮するヘッジファンド

為替リスク削減の観点から、残高を圧縮する外貨建公社債

換金性も考慮し、残高を積み増すうち、国債

長期資産への振り替えを引き続き推進する

金利スワップ等の活用とも併せ、金利リスクを中立化する

円建資産
（公社債・貸付金など）
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海外事業投資の効率 （億円）

＜海外事業＞ 2008年度概況・2009年度見込

既存事業既存事業既存事業

戦略地域・分野への

事業投資

戦略地域・分野への戦略地域・分野への

事業投資事業投資

正味収入

保険料

正味収入正味収入

保険料保険料

当期

純利益

当期当期

純利益純利益

2,331億円 △8.0%減収

現地通貨ﾍﾞｰｽでは

前期比＋4.4%増収

2,100億円 △10.0%減収

現地通貨ﾍﾞｰｽでは

前期比＋4.5%増収

2,100億円 △10.0%減収

現地通貨ﾍﾞｰｽでは

前期比＋4.5%増収

△294億円の赤字

金融危機の影響受けた欧州
での信用保険の損失と、資産
運用収支の悪化が主因

123億円の黒字
2006～2007年度水準まで回復

欧州の信用保険は既契約を解約済み、
新規引受も停止した。

123億円の黒字
2006～2007年度水準まで回復

欧州の信用保険は既契約を解約済み、
新規引受も停止した。

アジアでの圧倒的事業基盤の確立・加速に向けた生損保M&Aを
含め事業投資を継続的に推進

⇒損保事業に生保事業を加え、一層の成長と収益変動リスクの平準化を図る

M&A後のROI向上を徹底

アジアでの圧倒的事業基盤の確立・加速に向けた生損保M&Aを
含め事業投資を継続的に推進

⇒損保事業に生保事業を加え、一層の成長と収益変動リスクの平準化を図る

M&A後のROI向上を徹底

2008年度2008年度 2009年度見込2009年度見込

重点地域＝アジア・欧州のローカル事業に注力、利益を回復させ成長軌道に重点地域＝アジア・欧州のローカル事業に注力、利益を回復させ成長軌道に

29

※ 合計には､地域別には含めていない
オセアニア､中東､インドﾞの実績等を含む。
合計はのれん償却前数字｡

地域
累積

投資額
2008年度

当期純利益
ROI(％)

アセアン 581 28 4.9

東アジア 648 △ 6 △ 1.0

欧 州 624 △ 339 △ 54.3

米 州 498 17 3.5

再保険 455 40 8.8

合  計 2,888 △ 260 △ 9.0

地域
累積

投資額
2008年度

当期純利益
ROI(％)

アセアン 581 28 4.9

東アジア 648 △ 6 △ 1.0

欧 州 624 △ 339 △ 54.3

米 州 498 17 3.5

再保険 455 40 8.8

合  計 2,888 △ 260 △ 9.0

2.4

5.8
6.7

△ 9.0
-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

ＲＯＩの推移 （％）

△ 14

117

149

123

△ 294

1,714

2,100
2,331

2,129

2,533

-300

-200

-100

0

100

200

300

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

2,000

3,000

（億円）正味収入保険料、当期純利益の推移

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

当期純利益（左目盛）

正味収入保険料※（右目盛）

※ 正味収入保険料には､三井住友海上グループホールディングスの連結正味
収入保険料に含まれない非連結子会社分を含む。 29



12 17 18
-18-26

360 352
334 325322

2005 2006 2007 2008 2009
(見込)

当期純利益 正味収入保険料

24
-24 1215

-336

540

671

519

687886

2005 2006 2007 2008 2009
(見込)

当期純利益 正味収入保険料

19

54

81

114
89

665

909

1,055 1,063 1,026

2005 2006 2007 2008 2009
(見込)

当期純利益 正味収入保険料

＜海外事業＞ 成長を支える事業ポートフォリオの形成

日系企業を中心とした優良契約の捕捉、効率性
の追求による既存事業の収益性向上

日系企業を中心とした優良契約の捕捉、効率性
の追求による既存事業の収益性向上

米州米州米州

アジアアジアアジア 欧州欧州欧州

再保険再保険再保険

ローカル

日系企業
拡大

04年度：42%⇒08年度：73%

ローカル

日系

企業

中小企業中小企業 個人個人 大企業大企業 中堅企業中堅企業

日系企業

グローバル企業グローバル企業

ASEAN諸国のローカルマーケットは経済成長に
伴い拡大、コンバインドレシオも良好

⇒このマーケットを圧倒的事業基盤により着実
に捕捉し収益を拡大

インド・中国は拠点網拡大により増収

ASEAN諸国のローカルマーケットは経済成長に
伴い拡大、コンバインドレシオも良好

⇒このマーケットを圧倒的事業基盤により着実
に捕捉し収益を拡大

インド・中国は拠点網拡大により増収

ロイズにおいて成功したビジネスモデル（実績・

経験豊富な現地有力アンダーライターのチーム

により契約を拡大）をドイツ、フランス等へ展開

ロイズにおいて成功したビジネスモデル（実績・

経験豊富な現地有力アンダーライターのチーム

により契約を拡大）をドイツ、フランス等へ展開

リスク分散をきかせた世界の自然災害リスク（ハ
イレイヤー）の引受け

主としてアジア・欧州の地場中小保険会社から、
火災保険・貨物保険等のショート・テール良質契
約を厳選して引受け

リスク分散をきかせた世界の自然災害リスク（ハ
イレイヤー）の引受け

主としてアジア・欧州の地場中小保険会社から、
火災保険・貨物保険等のショート・テール良質契
約を厳選して引受け

拡大
04年度：81%⇒08年度：84%

ローカル

30

再保険

（注） 各地域の当期純利益には、各地域に割り振られない本社調整、その他M＆Aに係わる連結調整などを含んでいない。

（億円）

各地域事業・再保険事業の業績推移各地域事業・再保険事業の業績推移各地域事業・再保険事業の業績推移

（億円）

（億円） （億円）

欧州アジア

米州

30

4250

-44

67
57

148

261
232256

196

2005 2006 2007 2008 2009
(見込)

当期純利益 正味収入保険料



＜海外事業＞ 2009年度重点地域における事業展開

ASEAN主要国・香港

・ 販売チャネル多様化推進

代理店・ブローカー網に加え、銀行窓販や自動

車ディーラー網を更に拡充

中国・インド その他アジア

＜中国＞ 現法の上海本社・広州支店に加え、

北京支店開設（予定）による元受営業

地域拡大

→日系企業中心に大幅増収

＜インド＞ 現法（チョラMS社）販売網（現状114

拠点）を増強、ﾘﾃｰﾙ市場の企業火災・

医療保険拡販軸に収益拡大

＜台湾＞ 支店・現法統合の規模拡大により、

同国優良大企業（半導体等）の新規

開拓・深耕強化

ASEAN主要国・香港

・ 販売チャネル多様化推進

代理店・ブローカー網に加え、銀行窓販や自動

車ディーラー網を更に拡充

中国・インド その他アジア

＜中国＞ 現法の上海本社・広州支店に加え、

北京支店開設（予定）による元受営業

地域拡大

→日系企業中心に大幅増収

＜インド＞ 現法（チョラMS社）販売網（現状114

拠点）を増強、ﾘﾃｰﾙ市場の企業火災・

医療保険拡販軸に収益拡大

＜台湾＞ 支店・現法統合の規模拡大により、

同国優良大企業（半導体等）の新規

開拓・深耕強化

ロイズ事業の伸展

ロイズ主要メンバーとして、主に英国企業から

火災保険・海上保険を中心とする引受を拡大

ドイツ・ローカル事業と他国への展開

実績・経験豊富な現地有力アンダーライターの

チームにより、ドイツ大手企業の契約を獲得

⇒北欧・スロバキア・フランスでも同様の展開を

実施

新市場の開拓

中東湾岸諸国を中心に、東ヨーロッパ諸国、

ロシアなど企業契約の獲得・拡大に取り組む

ロイズ事業の伸展

ロイズ主要メンバーとして、主に英国企業から

火災保険・海上保険を中心とする引受を拡大

ドイツ・ローカル事業と他国への展開

実績・経験豊富な現地有力アンダーライターの

チームにより、ドイツ大手企業の契約を獲得

⇒北欧・スロバキア・フランスでも同様の展開を

実施

新市場の開拓

中東湾岸諸国を中心に、東ヨーロッパ諸国、

ロシアなど企業契約の獲得・拡大に取り組む

アジアアジアアジア 欧州欧州欧州
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保険収支
過去5年（2004～2008年度）の当社平均コンバイド
レシオは約90%と良好な水準
＜コンバインドレシオの推移＞
04年 05年 06年 07年 08年 09年(見込)
80％ 93％ 91％ 90％ 93％ 89％
（※08年度は自然災害含む大口クレームにより一時的に悪化）

新市場への参入
ベトナム現法設立（2009年2月）、ラオス合弁会社

設立契約調印（2009年4月）など、新興国市場に
日系損保として先着し、主に日系企業契約の引受
拡大を目指す。

中国・インド市場

＜中国＞
07年12月上海支店を100%出資現法に改組
08年度実績 正味収保38億円・当期利益2.5億円

＜インド＞
03年4月現地財閥と合弁（26％出資）し営業開始
08年度実績 正味収保93億円・当期利益2.4億円

ロイズ事業
・日系損保として初めて2000年に進出、９年余

の引受ノウハウと人材（総勢約50名）を有する
・７５シンジケート中１６位の引受規模で、火災

保険中心（約４割）、賠償保険・海上保険等を
引受（08年度）

ドイツ・ローカル事業
・2007年9月にスタートし順調に契約を拡大

・同様の方式で2008年5月にノルウェーで船舶
保険を引受開始。また2009年3月にはスロバキ
アに支店を開設しローカル契約の引受を開始

新市場の開拓
中東湾岸諸国の拡大市場では、日系企業契約を
引受ける従来拠点（ドバイ・アブダビ・アルコバー
ル）に加え、カタール支店を09年1月に開設、現地
大型ローカル契約の引受を開始

アジア事業に関する補足 欧州事業に関する補足
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＜生命保険事業＞ 三井住友海上きらめき生命

営業拠点・要員を増強した新たな営業体制の下で、個人向け死亡保障・
医療保障の双方に軸足を置いた質の高い販売活動により、業績の拡大を図る

グループ保有市場の深耕と新たな成長領域における市場拡大を図る

新生保推進体制新生保推進体制新生保推進体制

グループ間の連携を強化し、

出力を最大化

・ 営業拠点の増設（30店規模）

・ きらめき生命社員による代理店

指導の強化

グループ間の連携を強化し、

出力を最大化

・ 営業拠点の増設（30店規模）

・ きらめき生命社員による代理店

指導の強化

２０１０年販売網ビジョン２０１０年販売網ビジョン２０１０年販売網ビジョン

損保マーケットへの取組み強化

・ クロスセル徹底と新クロスセル推進

金融機関窓販への注力

生保プロ・税理士への対応強化

ＦＣ事業の推進

損保マーケットへの取組み強化

・ クロスセル徹底と新クロスセル推進

金融機関窓販への注力

生保プロ・税理士への対応強化

ＦＣ事業の推進

商品販売政策商品販売政策商品販売政策

個人向け死亡保障商品を

最重点とする販売

医療保障商品の販売強化

法人向け商品の保障ニーズに

応じた販売推進

個人向け死亡保障商品を

最重点とする販売

医療保障商品の販売強化

法人向け商品の保障ニーズに

応じた販売推進
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81,642

68,546

79,400

86,164
90,308

98,900

19,300

11,940

17,328
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16,539
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（億円）

新契約高（右目盛）保有契約高（左目盛）

保有契約高・新契約高保有契約高・新契約高保有契約高・新契約高

（億円）
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実質当期純利益

実質当期純利益（コア利益）実質当期純利益（コア利益）実質当期純利益（コア利益）

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）
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＜生命保険事業＞ 三井住友海上メットライフ生命

個人年金保険業界のリーダーとして業界を牽引、
「お客さまから選ばれる会社No.1」を目指す

三井住友海上グループと米国メットライフの強みを生かしたハイブリッドなビジネスモデル

金融危機がもたらした環境変化に対応する商品戦略により、収益を確保

販売戦略販売戦略販売戦略

競争力のある商品・サービス

の提供により、金融機関との

提携拡大（09年3月末104社）

教育研修体制強化による販売

拡大

競争力のある商品・サービス

の提供により、金融機関との

提携拡大（09年3月末104社）

教育研修体制強化による販売

拡大

商品戦略商品戦略商品戦略

お客さまニーズに応じ、定額商品

の販売を拡大

定額商品の改定 ： ユーロ建て

商品追加等による魅力度アップ

と金融危機後の環境下における

リスクの抑制

お客さまニーズに応じ、定額商品

の販売を拡大

定額商品の改定 ： ユーロ建て

商品追加等による魅力度アップ

と金融危機後の環境下における

リスクの抑制

企業品質の向上企業品質の向上企業品質の向上

ＣＳ（お客さま満足度）の向上

（コールセンター機能の強化、

販売ツールの改良等）

リスク管理の一層の強化

（資産運用面を中心に）

ＣＳ（お客さま満足度）の向上

（コールセンター機能の強化、

販売ツールの改良等）

リスク管理の一層の強化

（資産運用面を中心に）

環 境 認 識環環 境境 認認 識識

・ 短期的には金融危機の影響で個人年金保険市場は低迷、お客さまニーズが変額商品から定額商品へシフト
・ 中長期的には高齢化の進展で個人年金保険へのニーズは一層高まり、市場は拡大

・ 短期的には金融危機の影響で個人年金保険市場は低迷、お客さまニーズが変額商品から定額商品へシフト
・ 中長期的には高齢化の進展で個人年金保険へのニーズは一層高まり、市場は拡大
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（億円）
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米国基準当期純利益（コア利益）米国基準当期純利益（コア利益）米国基準当期純利益（コア利益）

2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）
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＜生命保険事業＞ エンベディッド・バリューの推移

（億円）

1,386
1,594 1,752 1,886

200
0

500

1,000

1,500

2,000

開業時資本金
（1996年10月）

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

要因 増減額

 新契約価値 + 58 

 前期末ＥＶからの期待収益 + 83 

 想定と実績との差 + 28 

 金利変動等 ▲ 36 

 合計 + 133 

要因 増減額

 新契約価値 + 58 

 前期末ＥＶからの期待収益 + 83 

 想定と実績との差 + 28 

 金利変動等 ▲ 36 

 合計 + 133 

三井住友海上きらめき生命 （2005年度末～2008年度末）三井住友海上きらめき生命三井住友海上きらめき生命 （（20052005年度末～年度末～20082008年度末）年度末）

208億円増加
158億円増加 133億円増加

ＥＶの感応度 （億円）2008年度の増減内訳 （億円）
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変動幅

利回り     0.25％低下 ▲ 74 

保険事故発生率       10％悪化 ▲ 100 

解約率       10％悪化 ▲ 30 

ソルベンシー・マージン比率 800％→600％ +0 

割引率 7％→6％ +117 

割引率 7％→8％ ▲ 100 

変動幅

利回り     0.25％低下 ▲ 74 

保険事故発生率       10％悪化 ▲ 100 

解約率       10％悪化 ▲ 30 

ソルベンシー・マージン比率 800％→600％ +0 

割引率 7％→6％ +117 

割引率 7％→8％ ▲ 100 

（億円）

三井住友海上メットライフ生命 （2005年度末～2008年度末）三井住友海上三井住友海上メットライフメットライフ生命生命 （（20052005年度末～年度末～20082008年度末）年度末）

変動幅

 利回り 0.5％低下 ▲ 103 

 死亡率 10％悪化 ▲ 26 

 解約率 10％悪化 + 4 

 ソルベンシー・マージン比率 600％→500％ + 1 

 割引率 7 ％→6 ％ + 32 

 割引率 7 ％→8 ％ ▲ 30 

変動幅

 利回り 0.5％低下 ▲ 103 

 死亡率 10％悪化 ▲ 26 

 解約率 10％悪化 + 4 

 ソルベンシー・マージン比率 600％→500％ + 1 

 割引率 7 ％→6 ％ + 32 

 割引率 7 ％→8 ％ ▲ 30 

要因 増減額

 資本注入 + 204 

 新契約価値 + 56 

 前期末ＥＶからの期待収益 + 103 

 想定と実績との差 ▲ 1,004 

 前提条件の変更 + 71 

 合計 ▲ 569 

要因 増減額

 資本注入 + 204 

 新契約価値 + 56 

 前期末ＥＶからの期待収益 + 103 

 想定と実績との差 ▲ 1,004 

 前提条件の変更 + 71 

 合計 ▲ 569 

2008年度の増減内訳 （億円） ＥＶの感応度 （億円）

884
1,063 1,106

53730
0

500

1,000

1,500

開業時資本金
（2002年7月）

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

179億円増加 43億円増加 569億円減少

＜EV減少の主な要因＞

運用環境の急激な悪化により特別勘定残高が大幅に減少したことに伴い、
将来の保険関係費収入の減少を見込んだ

34



きめ細かいニーズ把握と価格設定による損害率の改善・保険料単価の引き上げ

損害調査、コールセンターにおける業務効率の向上

事業費全般にわたる削減

きめ細かいニーズ把握と価格設定による損害率の改善・保険料単価の引き上げ

損害調査、コールセンターにおける業務効率の向上

事業費全般にわたる削減

「インターネットにフォーカス」した独自のビジネスモデルにより高い成長を実現

＜リスク関連事業＞ 三井ダイレクト損害保険

販売手法販売手法販売手法

比較サイトからの新規契約

獲得

インターネットで完結する

利便性の高い契約手続

比較サイトからの新規契約

獲得

インターネットで完結する

利便性の高い契約手続

ターゲット顧客層ターゲット顧客層ターゲット顧客層

インターネットユーザーに

フォーカス

インターネットユーザーに

フォーカス

商品商品商品

シンプルでわかりやすい補償

内容

低コストの契約事務を反映した

リーズナブルな価格設定

シンプルでわかりやすい補償

内容

低コストの契約事務を反映した

リーズナブルな価格設定

「インターネット損保Ｎｏ．１」の評価・実績を確立し、２０１０年度単年度黒字を目指す

黒字化に向けた
２００９年度施策

黒字化に向けた黒字化に向けた
２００９年度施策２００９年度施策
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2005年度 2006年度 2007年度
2008年度

（推計）

元受正味

保険料
1,326 1,445 1,563 1,682 

増収率 11.3% 8.9% 8.2% 7.6% 

2005年度 2006年度 2007年度
2008年度

（推計）

元受正味

保険料
1,326 1,445 1,563 1,682 

増収率 11.3% 8.9% 8.2% 7.6% 

※ 2006年度に保険業法第113条繰延資産35.9億円を一括償却
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△ 13.1△ 23.4△ 26.6△ 32.4 △ 70.2
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＜参考＞通販6社元受正味保険料 （億円）
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損害率・事業費率の推移正味収入保険料・当期純利益・マーケットシェアの推移

正味収入保険料 （左目盛） 当期純利益 （左目盛）

通販6社における自動車保険マーケットシェア （元受正味保険料ベース 右目盛）

（億円） （%）

アーンド・インカード損害率
正味損害率
正味事業費率

（%）

2006年度※ 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）

2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度
（見込）

2004年度

増収率
7.1％

推計
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クレジット・デリバティブ

国内69社、海外15社の信用リスクを個別に引き受け
ている

Ａ格以上の企業がポートフォリオの94％を占めており､
信用力は高い

国内企業の信用リスクのみで構成されたプールを14
トランシェ、海外企業の信用リスク中心に構成された
プールを14トランシェ引き受けている （“企業ＣＤＯ”）

ＡＢＳで構成されたＣＤＯの引受は1トランシェ、ＣＤＯ全体
に占める想定元本の割合は0.3％ （“ＡＢＳ-ＣＤＯ”）

91％（想定元本ベース）のトランシェがＡＡＡ格以上を維持
している

企業単体リスクの引受 ＣＤＯトランシェの引受

＜想定元本（2009年3月末現在） のブレークダウン＞

企業単体リスク (1,586億円）

 ※サブプライムを含むものはありません。

クレジット・デリバティブ （5,482億円）

CDO （3,896億円）

ABS-CDO  (11億円） ※企業CDO    （3,884億円）

引受ポートフォリオは依然として良好なレベルを維持している

三井住友海上

＜金融サービス事業＞
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2008年度は、クレジット･デリバティブ評価損▲67億円 （企業単体リスク ▲47億円、

企業ＣＤＯ▲21億円、ABS-CDO ＋1億円） を計上した

平均劣後割合は18％を維持している

企業単体リスクの引受 ＣＤＯトランシェの引受

クレジット・デリバティブの評価損益 （09年3月期）について

格付別残高構成 （億円）

うち
金融機関

49 (3.1%) 39 (3.1%) 9 (3.3%) ‐

865 (54.6%) 764 (59.4%) 101 (33.8%) ‐

582 (36.7%) 462 (35.9%) 120 (40.1%) ‐

88 (5.6%) 20 (1.6%) 68 (22.9%) 39

-  (-) -  (-) -  (-) 　‐

1,586 (100%) 1,285 (100%) 300 (100%) 39

ＢＢ格以下

ＢＢＢ格

Ａ格

引受残高（構成比）

国内企業 海外企業
格付け

ＡＡＡ格

ＡＡ格

合計

うち
金融機関

49 (3.1%) 39 (3.1%) 9 (3.3%) ‐

865 (54.6%) 764 (59.4%) 101 (33.8%) ‐

582 (36.7%) 462 (35.9%) 120 (40.1%) ‐

88 (5.6%) 20 (1.6%) 68 (22.9%) 39

-  (-) -  (-) -  (-) 　‐

1,586 (100%) 1,285 (100%) 300 (100%) 39

ＢＢ格以下

ＢＢＢ格

Ａ格

引受残高（構成比）

国内企業 海外企業
格付け

ＡＡＡ格

ＡＡ格

合計

3,530 (90.6%)

218 (5.6%)

49 (1.3%)

49 (1.3%)

49 (1.3%)

3,896 (100%)

ＡＡＡ格

ＡＡ格

合計

引受残高（構成比）格付け

ＢＢ格以下

ＢＢＢ格

Ａ格

3,530 (90.6%)

218 (5.6%)

49 (1.3%)

49 (1.3%)

49 (1.3%)

3,896 (100%)

ＡＡＡ格

ＡＡ格

合計

引受残高（構成比）格付け

ＢＢ格以下

ＢＢＢ格

Ａ格

格付別残高構成 （億円）

36



（参考）モノラインに対する与信残高について

格付け別残高構成 （億円）

ロスの発生額

米国モノラインとの間で締結した再保険特約（比例再保険）等を通じ、元受モノラインが
引き受ける信用リスク（地方債やＡＢＳなど）の一部を引き受けている

引受ポートフォリオの格付別残高は、Ａ格以上が73％、ＢＢＢ格以上が97％と良好な
レベルを維持している

米国モノラインからの受再

＜保証残高 （2009年3月末現在） のブレークダウン＞

受 再

RMBS （375億円）

 ※ただし、サブプライムへの実質的
エクスポージャーは5億円

CDO （379億円） その他ABS （1,534億円）

RMBS

うち、サブプライム関連の

RMBS （6億円）
ABS CDO 

うち、サブプライムを一部
含む

（52億円）ABS-CDO ※

ストラクチャードファイナンス （2,290億円）パブリックファイナンス （4,167億円）

（6,458億円）受 再

企業CDO
（304億円）

ABS-CDO
（75億円）
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＜金融サービス事業＞

※モノラインが引き受けている原債務の格付けで表示

898 (13.9%)  

1,655 (25.6%)  

2,178 (33.7%)  

1,501 (23.2%)  

223 (3.5%)  

6,458 (100%)  

ＡＡＡ格

ＡＡ格

引受残高（構成比）

Ａ格

格付け

ＢＢ格以下

合計

ＢＢＢ格

898 (13.9%)  

1,655 (25.6%)  

2,178 (33.7%)  

1,501 (23.2%)  

223 (3.5%)  

6,458 (100%)  

ＡＡＡ格

ＡＡ格

引受残高（構成比）

Ａ格

格付け

ＢＢ格以下

合計

ＢＢＢ格

[モノライン自身の格付けと受再ポートフォリオのクオリティ]

受再で引き受けているリスクは元受モノラインの信用リスクでは
なく、元受モノラインが保証している地方債やABSなどの信用
リスク

したがって、元受モノラインの格付けが低下した場合でも、
当社が受再を通じて引き受けているリスクの内容やクオリティ
が影響を受けることはない

モノラインを単独の参照企業とするクレジット･デリバティブの想定元本は29億円

このほか、モノライン保証債に関する保証・引受等が98億円、モノライン保証債への投資が10億円

モノライン保証債に関する保証・引受等（98億円）、ならびにモノライン保証債への投資（10億円）について
支払責任（または実現損）が発生するのは、「原債券」と「当該債券を保証しているモノライン」の両方が
デフォルトした場合に限られる

※• 「米国モノラインからの受再」に関して2008年度に計上したロス の金額は39億円

※支払保険金と支払備金の合計額
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３社経営統合について
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経営統合の目的と目指す企業グループ像

３社の経営統合により、グローバルに事業展開する世界トップ水準の
保険金融グループを創造

あいおい損保あいおい損保、ニッセイ同和損保および、ニッセイ同和損保および三井住友海上グループ三井住友海上グループはは、、経営統合および経営統合および
業務提携に関する協議を進めることに合意業務提携に関する協議を進めることに合意 （（20092009年年11月月2323日発表）日発表）

三井グループ、住友グループを中心とした強固な営業基盤

国内損害保険事業を中心とした、国内外における幅広い事業展開
（生命保険事業、海外事業、金融サービス事業、リスク関連事業、等）

総合的なグループ力を活かした事業基盤

日本生命グループの強固な営
業基盤

日本生命の営業職員チャネル
を通じた個人・中小法人開拓
と、日本生命との協業による
大企業・金融機関・官公庁等
の開拓を通じた業界トップ水準
の成長力

トヨタグループの強固な

営業基盤

トヨタマーケットを軸とした
自動車保険での成長力と
収益性の高さ

地域に密着したリテール
マーケット開拓力と高品質
の損害サービス

３社の強み３社の強み３社の強み
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目指す企業グループ像目指す企業グループ像目指す企業グループ像
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戦略的な資源投入戦略的な資源投入戦略的な資源投入

商品・サービスの品質向上
に向けた資源投入

販売網拡大・販売力向上
に向けた投資

成長領域への積極的な
事業投資

ステークホルダーからの
支持の最大化

ステークホルダーステークホルダーからのからの
支持支持の最大化の最大化

お客様・代理店の満足度

向上

社員のモチベーション向上

経営統合の実現

スケールメリットの発揮スケールメリットの発揮シナジーの最大化シナジーの最大化

持続的な
成長サイクル

高品質の商品・サービスと高品質の商品・サービスと
ベストプラクティスの追求ベストプラクティスの追求

株主還元の拡大

社会・地球環境への

貢献

投資余力の拡大 収益力の向上



経営統合後の姿

持株会社
（社名は未定）

持株会社
（社名は未定）

三井住友海上三井住友海上
合併会社 ※

（社名は未定）

合併会社 ※

（社名は未定）

３社は、持株会社方式により２０１０年４月の経営統合を目指す
あいおい損害保険とニッセイ同和損保は、経営統合と同日の合併を目指す

グループシナジー
の追求

生命保険会社※

(社名は未定）

生命保険会社※

(社名は未定）

経営統合のイメージ図経営統合のイメージ図経営統合のイメージ図

三井住友海上
きらめき生命

三井住友海上
きらめき生命

三井住友海上
メットライフ生命

三井住友海上
メットライフ生命

三井ダイレクト
損害保険

三井ダイレクト
損害保険
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※ あいおい損保とニッセイ

同和損保が合併して誕生

※ 現社名はあいおい生命

海外事業・新規事業の共同展開・拡大

グループの拠点統合や提携等により、海外事業のネットワークを強化・拡充し、３社の
顧客にグローバルに商品・サービスを提供していくことを目指す。

基幹システム・サーバー系システムの共同化

システムの抜本的改革を実現し、業界をリードする新システムを共同構築する方向で

検討を開始。

リスクコンサルティング子会社の共同利用

リスクコンサルティング子会社におけるセミナーの共催、有償コンサルの共同利用等を

実施する方向で検討中。

損害調査子会社の共同利用

各社の地域毎の調査態勢を相互に補完するため、損害調査子会社を共同利用する方

向で検討中。

上記以外についても、統合シナジーを発揮する業務提携を推進、拡大していく。

業務提携の進捗状況業務提携の進捗状況業務提携の進捗状況

３社はグループシナジーを追求し、次の事項について早期の業務提携を推進していく
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業績参考指標業績参考指標

※2007年度以前は三井住友海上（連結）の数値。2008年度は三井住友海上ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ（連結）の数値。

▼基本情報 2004年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度

 正味収入保険料 （億円） 14,703 14,641 14,928 15,410 14,456

 当期純利益 （億円） 657 717 608 400 81

 純資産額 （億円） 14,616 20,275 21,829 16,715 10,230

 総資産額 （億円） 74,023 85,929 90,117 83,977 74,407

 株主資本利益率【ROE】 （％） 4.6 4.1 2.9 2.1 0.6

 自己資本比率 （％） 19.7 23.6 24.1 19.7 13.6

 グループコア利益 （億円） - 739 649 660 31

 ｸﾞﾙｰﾌﾟｺｱ利益ﾍﾞｰｽROE （％） - 4.2 3.1 3.4 0.2

▼１株当たり情報

 1株当たり純利益【EPS】 （％） 45.51 50.27 42.82 28.37 19.45

 1株当たり純資産 (円） 1,021.1 1,472.2 1,536.7 1,178.5 2,411.7

 1株当たり配当金（年間） (円） 9.5 13.0 14.0 16.0 54.0

▼株価関連情報

 発行済株式総数(期末） (千株） 1,431,265 1,420,621 1,411,202 1,404,402 421,320

 株価（期末） (円） 983 1,601 1,479 1,007 2,275

 株価収益率【PER】 （倍） 21.6 31.8 34.5 35.5 117.0

 株価純資産倍率【PBR】 （倍） 0.96 1.12 0.96 0.85 0.94

 配当性向 （％） 20.9 25.9 32.7 56.4 277.6

三井住友海上グループホールディングス株式会社

企画部 ＩＲ室

TEL: 03-3297-6486 FAX: 03-3297-6935

e-mail : msi_ir@ms-ins.net

http://www.msig.com

お問い合わせ先お問い合わせ先



三井住友海上グループホールディングス株式会社（「三井住友海上ＨＤ」）は、あいおい損害保険株式会社 

（「あいおい損保」）、ニッセイ同和損害保険株式会社（「ニッセイ同和損保」）および三井住友海上ＨＤの経 

営統合 （「本経営統合」） に伴い、 Form F-4 による登録届出書を米国証券取引委員会 （「SEC」： U.S. Securities 

and Exchange Commission）に提出する可能性があります。Form F-4 を提出することになった場合、Form F-4 

には、目論見書（prospectus）およびその他の文書が含まれることになります。Form F-4 が提出され、そ 

の効力が発生した場合、本経営統合を承認するための議決権行使が行われる予定である株主総会の開催日 

前に、Form F-4 の一部として提出された目論見書が、 あいおい損保の米国株主に対し発送される予定です。 

Form F-4 を提出することになった場合、提出される Form F-4 および目論見書には、あいおい損保、ニッセ 

イ同和損保および三井住友海上ＨＤに関する情報、本経営統合およびその他の関連情報などの重要な情報 

が含まれることになります。あいおい損保の米国株主におかれましては、株主総会において本経営統合に 

ついて議決権を行使される前に、本経営統合に関連して SEC に提出される可能性のある Form F-4、目論見 

書およびその他の文書を注意してお読みになるようお願いいたします。本経営統合に関連して SEC に提出 

される全ての書類は、提出後に SEC のインターネットウェブサイト（www.sec.gov）上で、または当社への 

ご請求により無料で取得いただけます。 （前ページ（「お問い合わせ先」）をご参照ください。 ） 

（将来予想に関する記述について） 

本日の配布資料には、上記のあいおい損保、ニッセイ同和損保および三井住友海上ＨＤの間の経営統合お 

よび業務提携ならびにその結果にかかる「将来予想に関する記述」に該当する情報が記載されています。 

本日の配布資料における記述のうち、過去または現在の事実に関するもの以外は、かかる将来予想に関す 

る記述に該当いたします。これら将来予想に関する記述は、現在入手可能な情報に鑑みてなされたあいお 

い損保、ニッセイ同和損保および三井住友海上ＨＤの仮定および判断に基づくものであり、これには既知 

または未知のリスクおよび不確実性ならびにその他の要因が内在しています。かかるリスク、不確実性お 

よびその他の要因は、かかる将来予想に関する記述に明示的または黙示的に示されるあいおい損保、ニッ 

セイ同和損保および三井住友海上ＨＤ（または統合後のグループ）の将来における業績、経営結果、財務 

内容に関してこれらと大幅に異なる結果をもたらすおそれがあります。あいおい損保、ニッセイ同和損保 

および三井住友海上ＨＤは、本日の配布資料の日付後において、将来予想に関する記述を更新して公表す 

る義務を負うものではありません。投資家の皆様におかれましては、今後の日本国内における公表および 

米国証券取引委員会への届出においてあいおい損保、ニッセイ同和損保および三井住友海上ＨＤ（または 

統合後のグループ）の行う開示をご参照ください。 なお、上記のリスク、不確実性およびその他の要因の 

例としては、次のものが挙げられますが、これらに限られるものではありません。 

(1) 日本、米国、欧州および中国の経済情勢 

(2) あいおい損保、ニッセイ同和損保および三井住友海上ＨＤ（または統合後のグループ）と日本の損 

害保険市場における競合他社および新規参入者の間の競合状況 

(3) 日本の保険業界の今後の規制緩和 

(4) 日本国内外における自然災害の発生 

(5) 保険引受の時点でその種類または規模を予測することができない損害の発生 

(6) 再保険の保険料および付保の可能性 

(7) あいおい損保、ニッセイ同和損保および三井住友海上ＨＤ（または統合後のグループ）の資産運用 

の成果 

(8) 経営統合の詳細について当事者すべてが満足する合意に至ることができないことその他本件取引が 

実施できないこと 

(9) 統合後のグループにおいてシナジーや統合効果の実現に困難が伴うこと 

以上


